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地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出 
による若者の就学及び就業の促進に関する法律   

（平成30年６月１日法律第37号） 

 

 

森   稔 樹 

 

 

 1. はじめに 長らく続く東京一極集中 
 

 2014年11月28日に法律第136号として公布された「まち・ひと・しごと創生法」の第１

条は「我が国における急速な少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをか

けるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を

確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持していく」ことを謳う(１)。しかし、

人口減少、少子高齢化および東京一極集中に歯止めが掛からない状況が続いている。 

 東京一極集中、もう少し地域を広げれば東京圏（東京都、埼玉県、千葉県および神奈川

県）への人口集中は、決して新しい問題ではない。例えば、1977年11月の「第三次国土総

合開発計画」（国土庁）は「戦後四半世紀に及ぶ東京圏及び大阪圏への激しい人口集中の

結果、国土面積のわずか7.5％に過ぎない地域に、全人口の約38％が居住し、高密度社会

を形成し」ているのに対して「国土面積の90％以上を占める東京圏・大阪圏以外の地域の

うち広範な地域においては、若年層を中心とする人口の流出によって、地域の活力と魅力

が失われ、過疎問題として政策課題となっている」ために「大学等の高等教育機関、高次

の医療機能、文化機能、中枢管理機能について地域的に適正な配置を図ることが重要な課

題である」と述べていた(２)。 

 また、1990年11月７日には衆議院本会議および参議院本会議において「国会等の移転に

                                                                                 

(１) 「まち・ひと・しごと創生法」については、其田茂樹「『地方創生』は政策目的か～まち・

ひと・しごと創生法（平成26年11月28日法律第136号）・地域再生法の一部を改正する法律

（平成26年11月28日法律第128号）～」自治総研2015年５月号47頁〔下山憲治編『地方自治関

連立法動向第３集』（地方自治総合研究所、2016年）31頁にも掲載〕も参照。なお、本稿にお

いては、紀年法につき引用、法律の公布年月日などを除き、原則として西暦で記す。 

(２) 「第三次国土総合開発計画」29頁。 
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関する決議」が可決された(３)。これを受ける形で「国会等の移転に関する法律」（平成

４年12月24日法律第109号）が制定され、同法第12条に基づいて国会等移転審議会が設置

された。同審議会は1999年12月20日付の答申において「地方分権、規制緩和、中央省庁等

改革などの国政全般にわたる歴史的な諸改革」を進める一環として首都機能移転を進める

べきである旨を述べる(４)。また、2000年５月18日、衆議院国会等の移転に関する特別委

員会において「国会等の移転に関する決議」が行われた(５)。その後も首都機能移転への

取り組みは続いているものの、「まち・ひと・しごと創生法」の公布時まで顕著な動きは

なかった。 

 既に示したように、東京一極集中の是正策として首都機能移転の他に具体策の一つとし

てあげられていたのが「大学等の高等教育機関」などの「地域的に適正な配置」である。

こちらのほうは工場等制限法(６)によって大学の新設等が制限され、1975年の私立学校法

改正および1976年の高等教育計画の策定によって制限の厳格化が行われたことで、大学生

の東京圏への流入は少なくなるなどの効果があった、と言われる。「地方大学の振興及び

若者雇用等に関する有識者会議」（以下、地方大学振興有識者会議）が2017年５月22日に

まとめた「地方創生に資する大学改革に向けた中間報告」によれば、全国の学生数に占め

る東京都区部の学生数の割合は、1960年に東京都区部で44.1％、東京圏で50.6％であった

のに対し、1976年には東京都区部で29.2％、東京圏で44.0％、2002年には東京都区部で

14.9％、東京圏で39.5％であった。しかし、2002年７月14日に工業等制限法が廃止され、

第一次小泉内閣を初めとする歴代の内閣の下で規制緩和が進められることにより、2016年

には全国の学生数に占める東京都区部の学生数の割合が東京都区部で17.4％、東京圏で

40.2％となった、という算定結果が存在する。2002年と2016年とを比較すると、学生数は

全体でおよそ275万7,000人から269万1,000人に減少しており、東海（愛知県、岐阜県、三

重県）は8.0％から8.2％へ微増、京都府が5.2％から5.4％へ微増、兵庫県が4.4％の維持

となっているのに対し、大阪府が8.6％から8.4％へ微減、三大都市圏以外の地域は34.2％

                                                                                 

(３) 「第119回国会衆議院会議録第７号（平成２年11月７日）」１頁、３頁、「第119回国会参議

院会議録第６号（平成２年11月７日）」２頁。 

(４) 「国会等移転審議会答申」３頁。 

(５) 「第147回国会衆議院国会等の移転に関する特別委員会議録第５号（平成12年５月18日）」

１頁。 

(６) 「首都圏の既成市街地における工業等の制限に関する法律」（昭和34年３月17日法律第17号）

および「近畿圏の既成都市区域における工業等の制限に関する法律」（昭和39年７月３日法律

第144号）。高寄昇三『「ふるさと納税」「原発・大学誘致」で地方は再生できるのか』（公

人の友社、2018年）89頁も参照。 
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から33.3％へ減少、という結果となっている(７)。但し、この点については慎重な検討も

必要とされるところであり、後にみるように国会（参議院内閣委員会）においても議論が

なされたところである。 

 また、1999年以降、私立大学で「定員割れ」となる大学が急増しており、公立に転換し

た大学、さらに閉校となった大学もある。小川洋氏によれば「定員割れ」に追い込まれた

大学には短期大学を母体とするもの（あるいは短期大学から四年制大学へ移行したもの）

が多く、さらに「閉校に追い込まれた大学は、最大でも入学定員400人以下の小規模大学

である｣(８)。「定員割れ」となっている大学と所在地（地方）との関係に特定の傾向がみ

られる訳ではないが、閉校または募集停止となった大学、あるいは私立から公立に転換し

た大学には東京圏以外に所在する大学が多く(９)、東京圏に多い大規模大学に（志願者数

などにおいて）人気が集中していること、工場等制限法の廃止以後に大学の「都心回帰」

の傾向が強まったことが、地方の危機感を強めているのかもしれない。 

 このような状況の中、第196回国会会期中の2018年５月25日、参議院本会議において

「地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業の促進に

関する法律」（以下、地域大学振興法）が可決・成立し、６月１日に内閣により法律第37

号として公布され、一部の規定を除いて即日施行された。地域大学振興法は、同年２月６

日に内閣提出法律案第５号として衆議院に提出されたもので、「地域再生法の一部を改正

する法律」（内閣提出法律案第７号、平成30年６月１日法律第38号。以下、地域再生法改

                                                                                 

(７) 地方大学の振興及び若者雇用等に関する有識者会議「地方創生に資する大学改革に向けた中

間報告（平成29年５月22日）」参考資料「工場等制限法の廃止前後における地域別学生数」に

よる。この資料は、前一平「東京23区における私立大学等の定員抑制 ― 東京一極集中の是正

と地方大学の振興 ― 」立法と調査395号（2017年）104頁においても「第６回地方大学の振興

及び若者雇用等に関する有識者会議（平成29年５月11日）配付資料」として紹介されている。

なお、このような算定結果について「日本全体の人口の都市集中の反映であって、別に若者だ

けの特異な現象ではない」、「以前から東京の私立大学でも“地元化”が進んでいた」という

指摘もある〔木村誠『大学大崩壊 リストラされる国立大、見捨てられる私立大』（朝日新書、

2018年）35頁〕。なお、小川洋『地方大学再生 ― 生き残る大学の条件』（朝日新書、2019年）

27頁も参照。 

(８) 小川洋『消えゆく「限界大学」― 私立大学定員割れの構造』(白水社、2017年）15頁、38頁、

54頁、104頁。同・前掲注(７)81頁も参照。 

(９) 小川・前掲(８)16頁によれば、「工場等制限法」廃止以後に閉校となった大学としては立志

舘大学、東和大学、創造学園大学などがあるが、東京都に所在した大学としては東京女学館大

学が現在のところ唯一である。他方、神戸市に所在した大学が３校ある。また、私立から公立

に転換した大学（例、山口東京理科大学→山陽小野田市立山口東京理科大学、成美大学→福知

山公立大学）については、現在のところ東京圏に例が存在しない。 
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正法）と関連する内容を含むため、衆議院地方創生に関する特別委員会および本会議にお

いては審査・審議も併せて行われ、参議院内閣委員会および本会議においては両法律（案）

が一括して審査・審議された。 

 以下に概観するように、地域大学振興法は、第二次以降の安倍内閣が取り組む「地方創

生」の一環であるとともに、東京圏の大学（特に私立大学）にとっては厳しい内容を含む。

その一方で、この法律が東京一極集中の是正に資するものであるかについて疑問なしとし

えない。そこで、本稿において地域大学振興法を概観し、検討を試みる(10)。 

 

 

 2. 法律案が提出されるまでの動向 
 

〔１〕「まち・ひと・しごと創生法」、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」 

   「経済財政運営と改革の基本方針2014～デフレから好循環拡大へ～」は「人口急

減・超高齢化の克服に向けた諸課題への対応は、地域において特に重要な課題であり、

そのための司令塔となる本部を設置し、政府一体となって取り組む体制を整備する」、

「地域に働く場所を創出する『個性を活かした地域戦略』を推進する。若者等が地域

で活躍を続ける社会を形成し、大都市圏から地方への人の流れを創出する。地方での

暮らしを望む大都市の高齢者が地方の医療・介護サービス等を利用しつつ生活しやす

い地域づくりを推進する」と宣言した(11)。また、同日の「『日本再興戦略』改訂

2014」は「都市機能や産業・雇用の集約・集積とネットワーク化を図りながら地域の

活力を維持し、東京への一極集中傾向に歯止めをかけるとともに、少子化と人口減少

を克服することを目指した総合的な政策の推進が重要であり、このための司令塔とな

る本部を設置し、政府一体となって取り組む体制を整備する」とした(12)。 

                                                                                 

(10) 地域大学振興法に関する文献として、衆議院調査局地方創生に関する特別調査室総務調査室

「第196回国会（常会）地方創生に関する特別委員会参考資料 地域における大学の振興及び

若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業の促進に関する法律（内閣提出第５号）につ

いて（平成30年３月）」、総務省自治財政局調整課「第196回国会で成立した地方財政関係法

律等の概要」地方財政2018年７月号79頁、萩原啓「地方大学・地域産業創生交付金について」

地方財政2018年８月号88頁、末宗徹郎「地方大学・産業創生法の解説」地方財務2018年７月号

23頁、手塚聡「第196回国会で成立した主な法律の概要」地方自治852号（2018年）63頁がある。 

(11) 「経済財政運営と改革の基本方針2014～デフレから好循環拡大へ～」（2014年６月24日閣議

決定）17頁。 

(12) 日本経済再生本部「『日本再興戦略』改訂2014 ― 未来への挑戦 ― （平成26年６月24日）」

27頁。 
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   第二次安倍改造内閣が発足した2014年９月３日、安倍晋三内閣総理大臣は「改造内

閣の最大の課題の一つが、元気で豊かな地方の創生であります。人口減少や超高齢化

といった地方が直面する構造的な課題に真正面から取り組み、若者が将来に夢や希望

を持つことができる魅力あふれる地方を創り上げてまいります」と述べ、地方創生担

当大臣の創設も明言した(13)。 

   その後、「まち・ひと・しごと創生法」が制定され、同法に基づいて2014年12月27

日に「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」および「まち・ひと・しごと創生総合

戦略」（以下、「総合戦略2014」）が閣議決定された。「総合戦略2014」は日本の人

口が「2050年には9,700万人程度となり、2100年には5,000万人を割り込む水準にまで

減少するとの推計がある」とした上で、「地方と東京圏の経済格差拡大等が、若い世

代の地方からの流出と東京圏への一極集中を招いている。首都圏への人口集中度が約

３割（東京都、埼玉県、千葉県及び神奈川県の一都三県の数値）という実態は、諸外

国に比べても圧倒的に高い。地方の若い世代が、過密で出生率が極めて低い東京圏を

はじめとする大都市部に流出することにより、日本全体としての少子化、人口減少に

つながっている」と捉える(14)。 

   「総合戦略2014」は、東京一極集中の是正、「若い世代の就労・結婚・子育ての希

望」の実現、および「地域の特性に即し」た地域課題の解決を地方創生の三本柱とし

たが、早くも地域大学振興法につながる内容も示している。 

   すなわち、「総合戦略2014」は「地方の若い世代が大学等の入学時と卒業時に東京

圏へ流出している。その要因には、地方に魅力ある雇用が少ないことのほか、地域

ニーズに対応した高等教育機関の機能が地方では十分とはいえないことが挙げられる」

として「地方大学や高等専門学校、専修学校等において、地域とのつながりを深め、

地域産業を担う人材養成など地方課題の解決に貢献する取組を促進する必要がある」、

「地方大学等への進学、地元企業への就職や都市部の大学等から地方企業への就職を

促進するため、奨学金（『地方創生枠（仮称）』等）を活用した大学生等の地元定着

や、地方公共団体と大学等との連携による雇用創出・若者定着に向けた取組等を推進

する」などの政策を打ち出した。また、「国が2020年までに達成すべき重要業績評価

指標（ＫＰＩ）」として「地方における自県大学進学者の割合を平均で36％まで高め

                                                                                 

(13) 「安倍内閣総理大臣記者会見（平成26年９月３日）」 

 （http://www.kantei.go.jp/jp/96_abe/statement/2014/0903kaiken.html）。 

(14) 「総合戦略2014」１頁。 
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   第二次安倍改造内閣が発足した2014年９月３日、安倍晋三内閣総理大臣は「改造内

閣の最大の課題の一つが、元気で豊かな地方の創生であります。人口減少や超高齢化

といった地方が直面する構造的な課題に真正面から取り組み、若者が将来に夢や希望

を持つことができる魅力あふれる地方を創り上げてまいります」と述べ、地方創生担

当大臣の創設も明言した(13)。 

   その後、「まち・ひと・しごと創生法」が制定され、同法に基づいて2014年12月27

日に「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」および「まち・ひと・しごと創生総合

戦略」（以下、「総合戦略2014」）が閣議決定された。「総合戦略2014」は日本の人

口が「2050年には9,700万人程度となり、2100年には5,000万人を割り込む水準にまで

減少するとの推計がある」とした上で、「地方と東京圏の経済格差拡大等が、若い世

代の地方からの流出と東京圏への一極集中を招いている。首都圏への人口集中度が約

３割（東京都、埼玉県、千葉県及び神奈川県の一都三県の数値）という実態は、諸外

国に比べても圧倒的に高い。地方の若い世代が、過密で出生率が極めて低い東京圏を

はじめとする大都市部に流出することにより、日本全体としての少子化、人口減少に

つながっている」と捉える(14)。 

   「総合戦略2014」は、東京一極集中の是正、「若い世代の就労・結婚・子育ての希

望」の実現、および「地域の特性に即し」た地域課題の解決を地方創生の三本柱とし

たが、早くも地域大学振興法につながる内容も示している。 

   すなわち、「総合戦略2014」は「地方の若い世代が大学等の入学時と卒業時に東京

圏へ流出している。その要因には、地方に魅力ある雇用が少ないことのほか、地域

ニーズに対応した高等教育機関の機能が地方では十分とはいえないことが挙げられる」

として「地方大学や高等専門学校、専修学校等において、地域とのつながりを深め、

地域産業を担う人材養成など地方課題の解決に貢献する取組を促進する必要がある」、

「地方大学等への進学、地元企業への就職や都市部の大学等から地方企業への就職を

促進するため、奨学金（『地方創生枠（仮称）』等）を活用した大学生等の地元定着

や、地方公共団体と大学等との連携による雇用創出・若者定着に向けた取組等を推進

する」などの政策を打ち出した。また、「国が2020年までに達成すべき重要業績評価

指標（ＫＰＩ）」として「地方における自県大学進学者の割合を平均で36％まで高め

                                                                                 

(13) 「安倍内閣総理大臣記者会見（平成26年９月３日）」 

 （http://www.kantei.go.jp/jp/96_abe/statement/2014/0903kaiken.html）。 

(14) 「総合戦略2014」１頁。 
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る（2013年度全国平均32.9％）」、「地方における雇用環境の改善を前提に、新規学

卒者の県内就職の割合を平均で80％まで高める（2012年度全国平均71.9％）」、「地

域企業等との共同研究件数を7,800件まで高める（2013年度5,762件）」、「各事業に

おいて、地方公共団体や企業等による地元貢献度への満足度80％以上を実現する」、

「大学における、地元企業や官公庁と連携した教育プログラムの実施率を50％まで高

める（2013年度39.6％）」などとし、「主な施策」として「地方大学等創生５か年戦

略」を掲げ、「知の拠点としての地方大学強化プラン」、「地元学生定着促進プラン」

および「地域人材育成プラン」を推進するとしている(15)。 

   なお、「総合戦略2014」において地方大学という語が登場するが、定義は示されて

おらず、曖昧な概念である。2018年３月22日の衆議院地方創生に関する特別委員会に

おいて、平野博文議員（民進党)(16)が「千葉とか埼玉は地方大学という定義に入るん

ですか」と質したのに対し、丹羽秀樹文部科学副大臣が「東京圏ではないという、地

方大学という位置づけでいいと思います」と答弁したが(17)、それ以上に詳しく述べ

られていない。東京都特別区に本部、キャンパスのいずれも所在しない大学、または、

特別区にサテライトキャンパスを有するとしても本部は東京圏以外の道府県に所在す

る大学を指すものと考えられるが、厳密さに欠ける。その後も地方大学の語は頻出す

るが、地域大学振興法においては用いられていない。当然のことであろう。 

   2015年６月になって、文部科学省は「総合戦略2014」を踏まえて「地方創生のため

の大都市圏への学生集中是正方策について」（以下、「2015年方策」）を発した。同

省は「2015年方策」により、私立大学の入学定員充足率が1.0倍を超えた場合には超

過入学者数に応じた学生経費相当額を私立大学等経常費補助金から減額し、一定の基

準、すなわち収容定員8,000人以上の大規模大学では「1.2倍以上」から「1.1倍以上」

を経て「1.0倍超」、それ以外の大学では「1.3倍以上」から「1.2倍以上」または

「1.3倍以上」を経て「1.0倍超」の入学定員超過があった場合には、私立大学等経常

費補助金の全額を不交付とする措置を、2019年度までの４年間で段階的に実施するこ

と、国立大学に対しても学生納付金相当額または「教育費相当額」の国庫返納につい

て同様の措置を実施すること、公私立大学の既設学部等の入学定員充足率が一定の基

                                                                                 

(15) 「総合戦略2014」36頁、37頁。 

(16) 以下、職名、所属政党（会派）、政党（会派）名については、本稿執筆時においてその職ま

たは政党（会派）に留まる者も含め、原則として第196回国会における地域大学振興法の審

査・審議の時点におけるものを示す。 

(17) 「第196回国会衆議院地方創生に関する特別委員会議録第６号（平成30年３月22日）」15頁。 
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準を超える場合には新学部等の設置認可申請に対して認可しないなどの措置をとるこ

とを明言した。しかし、その内容自体、およびこのような措置（実質的には制裁）を

法律の根拠がないまま行うことについては憲法第89条、第23条および第14条に違反す

るのではないかという疑問も残るし、憲法を引き合いに出さずとも、法律による行政

の原理との関連で問題があろう。また、有名私立大学の強い反発もあり、少なからぬ

大学が学生定員の増加や学部・学科の新設を申請したことにより、｢2015年方策」は半

ば有名無実化している(18)。 

 

〔２〕「地方大学の振興等に関する緊急抜本対策」および「まち・ひと・しごと創生総合

戦略（2016改訂版）」 

   2015年６月30日に閣議決定された「まち・ひと・しごと創生基本方針2015」は、

「意欲と能力のある若者が地域に残り活躍する環境を実現するためには、雇用の創出

に加え、地方大学等が一層活性化し、より多くの若者を惹きつける魅力ある存在とな

ることが重要である」として「地域活性化に貢献する国立大学の取組への支援」（国

立大学法人運営費交付金に関連する）および「地域活性化に貢献する私立大学等の取

組への支援」を打ち出すとともに、「私立大学等経常費補助金の配分や国立大学法人

運営費交付金の取扱いにおける入学定員超過の適正化に関する基準の厳格化等を本年

中に措置することを通じ、大学等における入学定員超過の適正化を図り、大都市圏へ

の学生集中を抑制する」とした。その上で、「2015年方策」と同じく「収容定員

8,000人以上の大規模大学については1.1倍以上、収容定員8,000人未満4,000人以上の

中規模大学については1.2倍以上と厳格化する（平成30年度までに段階的に実施）。

さらに、収容定員の規模にかかわらず、入学定員充足率が1.0倍を超える場合に超過

入学者数に応じた学生経費相当額を減額する措置を導入する（平成31年度に実施）」

と明言する(19)。 

   また、2015年12月24日に閣議決定された「まち・ひと・しごと創生総合戦略 

（2015改訂版）」は「私立大学等経常費補助金の配分や国立大学法人運営費交付金の

取扱いにおける入学定員超過の適正化に関する基準の厳格化等を措置することを通じ、

大都市圏への学生集中を抑制する。なお、私立大学等経常費補助金及び国立大学法人

                                                                                 

(18) 木村・前掲注(７)21頁などを参照。 

(19) 「まち・ひと・しごと創生基本方針2015」（2015年６月30日閣議決定）23頁。 

－ 244 －



 

－ 7 － 

 

準を超える場合には新学部等の設置認可申請に対して認可しないなどの措置をとるこ

とを明言した。しかし、その内容自体、およびこのような措置（実質的には制裁）を

法律の根拠がないまま行うことについては憲法第89条、第23条および第14条に違反す

るのではないかという疑問も残るし、憲法を引き合いに出さずとも、法律による行政

の原理との関連で問題があろう。また、有名私立大学の強い反発もあり、少なからぬ

大学が学生定員の増加や学部・学科の新設を申請したことにより、｢2015年方策」は半

ば有名無実化している(18)。 

 

〔２〕「地方大学の振興等に関する緊急抜本対策」および「まち・ひと・しごと創生総合

戦略（2016改訂版）」 

   2015年６月30日に閣議決定された「まち・ひと・しごと創生基本方針2015」は、

「意欲と能力のある若者が地域に残り活躍する環境を実現するためには、雇用の創出

に加え、地方大学等が一層活性化し、より多くの若者を惹きつける魅力ある存在とな

ることが重要である」として「地域活性化に貢献する国立大学の取組への支援」（国

立大学法人運営費交付金に関連する）および「地域活性化に貢献する私立大学等の取

組への支援」を打ち出すとともに、「私立大学等経常費補助金の配分や国立大学法人

運営費交付金の取扱いにおける入学定員超過の適正化に関する基準の厳格化等を本年

中に措置することを通じ、大学等における入学定員超過の適正化を図り、大都市圏へ

の学生集中を抑制する」とした。その上で、「2015年方策」と同じく「収容定員

8,000人以上の大規模大学については1.1倍以上、収容定員8,000人未満4,000人以上の

中規模大学については1.2倍以上と厳格化する（平成30年度までに段階的に実施）。

さらに、収容定員の規模にかかわらず、入学定員充足率が1.0倍を超える場合に超過

入学者数に応じた学生経費相当額を減額する措置を導入する（平成31年度に実施）」

と明言する(19)。 

   また、2015年12月24日に閣議決定された「まち・ひと・しごと創生総合戦略 

（2015改訂版）」は「私立大学等経常費補助金の配分や国立大学法人運営費交付金の

取扱いにおける入学定員超過の適正化に関する基準の厳格化等を措置することを通じ、

大都市圏への学生集中を抑制する。なお、私立大学等経常費補助金及び国立大学法人

                                                                                 

(18) 木村・前掲注(７)21頁などを参照。 

(19) 「まち・ひと・しごと創生基本方針2015」（2015年６月30日閣議決定）23頁。 
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運営費交付金の取扱いにおける入学定員超過に関する基準の厳格化は、2016年度から

2018年度までに段階的に実施する」と述べる(20)。 

   しかし、東京一極集中の勢いは止まらなかった。是正効果が一向に現れないことに

しびれを切らしたのであろうか、全国知事会は2016年11月28日に「地方大学の振興等

に関する緊急抜本対策」を決定した。これは「地方大学の振興」、「地方の担い手の

育成・確保」、「大学の東京一極集中の是正」および「立法措置による東京一極集中

の是正の実現」を内容としており、とくに「東京23区における大学・学部の新増設を

抑制するとともに、定員管理の徹底を図ること。併せて、東京23区から地方への移転

の促進を図るとともに、それに対する特別の財政措置を講ずること」を求めたところ

が重要である。同様の要請は12月19日に行われた「国と地方の協議の場」において、

地方六団体から国に対して行われている(21)。 

   もっとも、この頃には後に「加計学園問題」と言われる一連の動きがあったことに

注意すべきである。すなわち、2015年６月30日の「『日本再興戦略』改訂2015 ― 未

来への投資・生産性革命 ― 」において「獣医師養成系大学・学部の新設に関する検

討」として「現在の提案主体による既存の獣医師養成でない構想が具体化し、ライフ

サイエンスなどの獣医師が新たに対応すべき分野における具体的な需要が明らかにな

り、かつ、既存の大学・学部では対応が困難な場合には、近年の獣医師の需要の動向

も考慮しつつ、全国的見地から本年度内に検討を行う」とされた(22)。翌年10月17日

に京都府と京都産業大学が綾部市に獣医学部を設置する構想を示したものの(23)、11

月９日には国家戦略特区諮問会議が「現在、広域的に獣医師系養成大学等の存在しな

い地域に限り獣医学部の新設を可能とするための関係制度の改正を、直ちに行う」こ

                                                                                 

(20) 「まち・ひと・しごと創生総合戦略の変更について」（2015年12月24日閣議決定）49頁。 

(21) 萩原・前掲注(10)88頁。なお、全国知事会「地方大学の振興等に関する緊急抜本対策」

（2016年11月28日）は、萩原・前掲注(10)88頁、衆議院調査局地方創生に関する特別調査室総

務調査室・前掲注(10)８頁において紹介されている。 

(22) 「『日本再興戦略』改訂2015 ― 未来への投資・生産性革命 ― 」（2015年６月30日閣議決

定）121頁。 

(23) 「京都産業大学獣医学部設置構想について」 

 （http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc_wg/h28/teian/161017_shiryou_t_1.pdf）。 
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とを決定し(24)、2017年１月20日に今治市が国家戦略特別区域の指定を受けた(25)。程

なく政治問題化した「加計学園問題」であるが、銚子市が千葉科学大学を誘致し、助

成金を負担したことによって同市の財政は悪化したと言われるだけに(26)、策を誤れ

ば大学、地方公共団体のいずれの振興をも図ることができない、ということになるで

あろう。国家戦略特別区域法第８条に定められる国家戦略特別区域会議による「区域

計画の認定」の在り方に疑問が寄せられたことは言うまでもない。 

   少し時間を戻そう。2016年12月22日、「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2016改

訂版）」（以下、「総合戦略2016改訂版」）が閣議決定された。ここにおいては「政

府関係機関の地方移転」、「企業の地方拠点強化、企業等における地方採用・就労の

拡大」などとともに「地方大学の振興等」が示されるが、「地方大学の振興等」に関

する部分をみれば、「総合戦略2016改訂版」は基本的に「総合戦略2014」と内容を同

じくしており、「総合戦略2014」における「国が2020年までに達成すべき重要業績評

価指標（ＫＰＩ）」が「総合戦略2016改訂版」においては「主な重要業績評価指標」

とされている以外は数値目標も変えられていない(27)。むしろ、「総合戦略2016改訂

版」の意義は、少なくとも「地方大学の振興等」については「地方を担う多様な人材

を育成・確保し、東京一極集中の是正に資するよう、地方大学の振興、地方における

雇用創出と若者の就業支援、東京における大学の新増設の抑制や地方移転の促進など

についての緊急かつ抜本的な対策を、教育政策の観点も含め総合的に検討し、2017年

夏を目途に方向性を取りまとめる」という部分にある(28)。 

 

〔３〕地方大学振興有識者会議の「最終報告」 

   2017年２月６日、内閣官房に地方大学振興有識者会議が設置され、第１回の会合が

開催された。同会議は同年12月８日まで14回開かれており、５月22日に「地方創生に

                                                                                 

(24) 「国家戦略特区における追加の規制改革事項について（案）」（2016年11月９日、第25回国

家戦略特別区域諮問会議、配付資料３。https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc/dai25/ 
shiryou3.pdf）。 

(25) 「区域区画の認定について」（2017年１月20日、第27回国家戦略特別区域諮問会議、配付資

料１－１。https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc/dai27/shiryou1-1.pdf）。 

(26) 様々な文献が存在するが、さしあたり高寄・前掲注(６)91頁を参照。 

(27) 「総合戦略2016改訂版」58頁と「総合戦略2014」36頁、および「総合戦略2016改訂版」59頁

と「総合戦略2014」37頁を比較参照されたい。 

(28) 「総合戦略2016改訂版」59頁。 
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とを決定し(24)、2017年１月20日に今治市が国家戦略特別区域の指定を受けた(25)。程

なく政治問題化した「加計学園問題」であるが、銚子市が千葉科学大学を誘致し、助
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夏を目途に方向性を取りまとめる」という部分にある(28)。 

 

〔３〕地方大学振興有識者会議の「最終報告」 

   2017年２月６日、内閣官房に地方大学振興有識者会議が設置され、第１回の会合が

開催された。同会議は同年12月８日まで14回開かれており、５月22日に「地方創生に

                                                                                 

(24) 「国家戦略特区における追加の規制改革事項について（案）」（2016年11月９日、第25回国

家戦略特別区域諮問会議、配付資料３。https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc/dai25/ 
shiryou3.pdf）。 

(25) 「区域区画の認定について」（2017年１月20日、第27回国家戦略特別区域諮問会議、配付資

料１－１。https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc/dai27/shiryou1-1.pdf）。 

(26) 様々な文献が存在するが、さしあたり高寄・前掲注(６)91頁を参照。 

(27) 「総合戦略2016改訂版」58頁と「総合戦略2014」36頁、および「総合戦略2016改訂版」59頁

と「総合戦略2014」37頁を比較参照されたい。 

(28) 「総合戦略2016改訂版」59頁。 
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資する大学改革に向けた中間報告」を、12月８日には「地方における若者の修学・就

業の促進に向けて ― 地方創生に資する大学改革 ― 」（以下、「最終報告」）をと

りまとめた。 

   「最終報告」は「若者の東京圏への転入超過にみられるように、国内のヒト・モ

ノ・カネが東京に集中し、その結果、わが国の少子化の加速や地方の疲弊などの弊害

が表れている」から「東京は、さらなる国際都市化の視点から、海外からヒト・モ

ノ・カネを集める視点が重要である」、東京圏への「12万人規模の転入超過が続いて

おり、その要因は、特に、進学時、就職時の学生や若者が中心となって」おり、「高

校の所在地県別大学入学者数で見ると大学進学時における東京圏への転入超過は約７

万人程度と大きな割合を占めている」、「都道府県別の大学進学者収容力に大きな地

域差があり、東京都、京都府の大学進学者収容力は200％と突出しており、これに続

くグループ（愛知県、大阪府等）は100％から110％程度であり、それ以外は100％を

切っており、特に長野県、三重県、和歌山県は40％を切っている」、などの基本的認

識を示す(29)。その上で「地方大学は、地域に対する貢献が十分とは言えないという

声もあ」るとして、大学（特に地方の国立大学）の「総花主義」や「平均点主義」、

「日本の大学が、産業構造の変化（産業のサービス化、知識集約化等）に十分対応で

きておらず、成長分野のビジネスや地方産業につながる人材育成、研究成果の創出と

いった面で、地域のニーズや期待に十分応えていない」、日本の大学においては「学

長の予算や人事に対する裁量・権限が弱く、ガバナンスが発揮しにくいとの指摘や、

国立大学においては、外部から組織を監督する機能が弱く、例えば、学長が理事を任

命する仕組みとなっていることが問題であ」り、「ビジネスやベンチャーとの連携を

軽視する風潮も見られる」、などの課題があるとする(30)。 

   現状における課題への対処のために、「最終報告」は「地方創生に資する大学改革

の方向性」として、まず、東京については「国際都市化への対応」として「高度な専

門人材教育と研究拠点」および「世界のブレーン・サーキュレーション（頭脳循環）

の中核となる教育・研究拠点」たるべきであるとするのに対し、「地方大学」につい

ては「『特色』を求めた大学改革・再編 」、「地方創生に貢献するガバナンス強

化」、「地方での役割・位置づけの強化」、「地域の生涯学習・リカレント教育への

                                                                                 

(29) 「最終報告」２頁。ここで「（大学進学者収容力）＝（各県の大学入学定員/各県に所在す

る高校の卒業者のうち大学進学者の数）×100」と定義されている。 

(30) 「最終報告」４頁。 

 

－ 11 － 

 

貢献」、「地域のシンクタンクとしての機能」および「企業研修のニーズへの対応」

をあげ、次いで「大学の機能分化」として「Ｇ型（グローバル型）大学として、世界

水準の学術研究を目指す大学や学部、あるいは真に世界のトップ水準のグローバル

トップエリート人材の輩出を重視するのか、Ｌ型（ローカル型）大学として、特色あ

る地域の中核産業を支える専門人材の育成・確保に取り組むとともに、地域に根差し

て地域を支える仕事（地域密着型の産業や企業で働く人々）に就労して生きていく人

材に対して、実践的な基礎能力教育や最新の技能教育の実施を重視するのかを明確に

する必要がある」と提言する(31)。 

   そして、「最終報告」は、「今後の取組として、①地方の特色ある創生のための地

方大学の振興、②東京の大学の定員抑制、③東京における大学の地方移転の促進、④

地方における若者の雇用の創出により、地方における若者の修学・就業を促進する必

要があ」り、「これらの取組を継続的かつ総合的に実施していくためには、法律等で

その内容を規定すべきである」とする。このうち、「①地方の特色ある創生のための

地方大学の振興」（「キラリと光る地方大学づくり」）については首長のリーダー

シップの下で産官学連携を強力に推進し、かつ推進体制（コンソーシアム）を構築す

ること、「地方創生の優れた事業として国が認定したものに対しては、新たな交付金

により支援する」こと、「新たな交付金」について国の基本方針を示すこと、などを

あげている(32)。また、「②東京の大学の定員抑制」については「近年学生数の増加

が著しい東京都特別区（23区）においては、学部・学科の所在地の移転等も含めて、

原則として大学の定員増を認めないこととする」が、例外（または対象外）とされる

場合も多くなっている。その例として、大学院、留学生、社会人、通信教育、専門職

大学、「学部・学科の収容定員の総数の増加を伴わない学部・学科の改編等」、「校

舎等の施設又は設備の整備を行うなど必要な投資を行う場合で、既に収容定員増につ

いて機関決定を行い、公表している場合」、「一都三県外に所在する大学の学部・学

科が東京23区にキャンパスを新増設・拡充して、一部の学修を東京23区において実施

する場合」などである(33)。 

 

  

                                                                                 

(31) 「最終報告」９頁。 

(32) 「最終報告」12頁、14頁。 

(33) 「最終報告」19頁、21頁。 
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あげている(32)。また、「②東京の大学の定員抑制」については「近年学生数の増加

が著しい東京都特別区（23区）においては、学部・学科の所在地の移転等も含めて、

原則として大学の定員増を認めないこととする」が、例外（または対象外）とされる
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いて機関決定を行い、公表している場合」、「一都三県外に所在する大学の学部・学
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(31) 「最終報告」９頁。 

(32) 「最終報告」12頁、14頁。 

(33) 「最終報告」19頁、21頁。 
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 3. 法律（案）の概要 
 

〔１〕地域大学振興法の力点 

   地域大学振興法は、本則16箇条、附則７箇条から構成される。目的は本則の第１条

に示されており、「我が国における急速な少子化の進行及び地域の若者の著しい減少

により地域の活力が低下していることに鑑み、地域における大学」の「振興及び若者

の雇用機会の創出のための措置を講ずることにより、地域における若者の修学及び就

業を促進し、もって地域の活力の向上及び持続的発展を図ること」とされている。ま

た、「基本理念」として「地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による

若者の修学及び就業の促進は、国、地方公共団体及び大学の相互の密接な連携並びに

事業者の理解と協力の下に、若者にとって魅力ある修学の環境の整備及び就業の機会

の創出を図ることを旨として、行われなければなら」ず（第２条第１項）、「地域に

おける大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業の促進は、ま

ち・ひと・しごと創生法（平成26年法律第136号）の基本理念に基づき行われなけれ

ばならない」こととされる（地域大学振興法第２条第２項）。 

   しかし、地域大学振興法の力点は「若者の雇用機会の創出」ではなく、「地域にお

ける大学」の「振興」に置かれている。このことは、「地域における若者の雇用機会

の創出等」に関する規定が第15条の１箇条しかなく、同条が国に努力義務を課すに留

めていることから明らかであり、2018年３月19日の衆議院地方創生に関する特別委員

会における梶山弘志地方創生担当大臣（まち・ひと・しごと創生担当）の趣旨説明に

もよく現れている。この趣旨説明において地域大学振興法の「要旨」が挙げられてい

るが、特に重要であるのは次の諸点である(34)。 

  ① 内閣総理大臣が「地域における大学の振興、これを通じた地域における中核的な

産業の振興及び当該産業に関する専門的な知識を有する人材の育成並びに地域にお

ける事業者による若者の雇用機会の創出に関する基本指針を定める」。 

  ② 地方公共団体が「大学及び事業者等と共同して地域における大学振興・若者雇用

創出推進会議を組織した上で、当該基本指針に基づき、地域における大学振興・若

                                                                                 

(34) 「第196回衆議院地方創生に関する特別委員会議録第４号（平成30年３月19日）」１頁、２

頁。 
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者雇用創出事業に関する計画を作成し、内閣総理大臣の認定を申請することができ

る」。 

  ③ 「国は、認定を受けた計画に基づく事業の実施に要する経費に充てるために交付

金を交付することができる」。 

  ④ 「大学の学部の学生が既に相当程度集中し、他の地域における若者の著しい減少

を緩和するために学生が更に集中することを防止する必要がある地域として政令で

定める地域を特定地域とし、大学の設置者等は特定地域内学部収容定員を増加させ

てはならないこととするとともに、その例外事項等を定め」る。 

 

〔２〕「地域における大学振興・若者雇用創出」に関する「基本指針」 

   地域大学振興法第３条第１項は、国が「地方公共団体の自主性及び自立性を尊重し

つつ、地域における若者の修学及び就業の促進に関する施策を総合的に策定し、及び

実施する責務を有する」と定める（関連施策との連携については第12条も参照）。そ

の上で、第４条第１項は「内閣総理大臣は、地域における若者の修学及び就業を促進

するため」に「地域における大学の振興、これを通じた地域における中核的な産業の

振興及び当該産業に関する専門的な知識を有する人材の育成並びに地域における事業

者による若者の雇用機会の創出」についての「基本指針」を定めなければならない旨

を定める。この「基本指針」には「地域における大学振興・若者雇用創出の意義及び

目標に関する事項」、「地域における大学振興・若者雇用創出のために政府が実施す

べき施策に関する基本的な方針」、「地域における大学振興・若者雇用創出のために

地方公共団体が重点的に取り組むことが必要な課題に関する基本的な事項」、「地域

における大学振興・若者雇用創出に係る地方公共団体、大学、事業者その他の関係者

間における連携及び協力に関する基本的な事項」、第５条第１項に定められる「地域

における大学振興・若者雇用創出事業」の「認定に関する基本的な事項」など「地域

における大学振興・若者雇用創出の推進のために必要な事項」が定められる（第４条

第２項。同第３項も参照）。 

 

〔３〕「地域における大学振興・若者雇用創出事業」に関する計画の作成と内閣総理大臣

の認定 

   他方、地方公共団体は「地域における地理的及び自然的特性、文化的所産並びに経

済的環境の変化を踏まえつつ、国の施策と相まって、効果的に地域における若者の修

－ 250 －
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  ③ 「国は、認定を受けた計画に基づく事業の実施に要する経費に充てるために交付

金を交付することができる」。 

  ④ 「大学の学部の学生が既に相当程度集中し、他の地域における若者の著しい減少

を緩和するために学生が更に集中することを防止する必要がある地域として政令で

定める地域を特定地域とし、大学の設置者等は特定地域内学部収容定員を増加させ

てはならないこととするとともに、その例外事項等を定め」る。 

 

〔２〕「地域における大学振興・若者雇用創出」に関する「基本指針」 

   地域大学振興法第３条第１項は、国が「地方公共団体の自主性及び自立性を尊重し

つつ、地域における若者の修学及び就業の促進に関する施策を総合的に策定し、及び

実施する責務を有する」と定める（関連施策との連携については第12条も参照）。そ

の上で、第４条第１項は「内閣総理大臣は、地域における若者の修学及び就業を促進

するため」に「地域における大学の振興、これを通じた地域における中核的な産業の

振興及び当該産業に関する専門的な知識を有する人材の育成並びに地域における事業

者による若者の雇用機会の創出」についての「基本指針」を定めなければならない旨

を定める。この「基本指針」には「地域における大学振興・若者雇用創出の意義及び

目標に関する事項」、「地域における大学振興・若者雇用創出のために政府が実施す

べき施策に関する基本的な方針」、「地域における大学振興・若者雇用創出のために

地方公共団体が重点的に取り組むことが必要な課題に関する基本的な事項」、「地域

における大学振興・若者雇用創出に係る地方公共団体、大学、事業者その他の関係者

間における連携及び協力に関する基本的な事項」、第５条第１項に定められる「地域

における大学振興・若者雇用創出事業」の「認定に関する基本的な事項」など「地域

における大学振興・若者雇用創出の推進のために必要な事項」が定められる（第４条

第２項。同第３項も参照）。 

 

〔３〕「地域における大学振興・若者雇用創出事業」に関する計画の作成と内閣総理大臣

の認定 

   他方、地方公共団体は「地域における地理的及び自然的特性、文化的所産並びに経

済的環境の変化を踏まえつつ、国の施策と相まって、効果的に地域における若者の修

－ 251 －



 

－ 14 － 

 

学及び就業を促進するよう所要の施策を策定し、及び実施する責務を有」し（第３条

第２項）、その上で「単独で又は共同して、基本指針に基づき、内閣府令で定めると

ころに」よって「地域における大学振興・若者雇用創出事業」（「まち・ひと・しご

と創生特定事業」であることが必要とされる）に関する計画（以下、事業計画）を作

成して「内閣総理大臣の認定を申請することができる」（第５条第１項）。 

   事業計画に記載すべき内容は第５条第２項第１号ないし第６号に掲げられているが、

とくに第３号および第４号が重要である。第３号は「地域における大学振興・若者雇

用創出事業の内容に関する」ものとして「若者にとって魅力があり、地域の中核的な

産業の振興に資する教育研究の活性化を図るために、大学が行う取組に関する事項」、

「地域における中核的な産業の振興及び当該産業に関する専門的な知識を有する人材

の育成のために、大学及び事業者が協力して行う取組に関する事項」および「地域に

おける事業活動の活性化その他の事業者が行う若者の雇用機会の創出に資する取組に

関する事項」を掲げ、第４号は「地域における大学振興・若者雇用創出事業に関する

地方公共団体、大学、事業者その他の関係者相互間の連携及び協力に関する事項」を

掲げる（第４項も参照）。また、事業計画の区域は、大学の学部および短期大学の学

科の「学生が既に相当程度集中している地域であって他の地域における若者の著しい

減少を緩和するために当該学生が更に集中することを防止する必要がある地域として

政令で定める地域」（以下、特定地域）の外でなければならない（第５条第３項）。

特定地域は、地域大学振興法施行令（平成30年６月１日政令第177号）第１条によっ

て「東京都の特別区の存する区域」とされる。 

   地方公共団体が事業計画を作成する際には「地域における大学振興・若者雇用創出

推進会議が作成する案に基づいて計画を定めるものとする」とされる（地域大学振興

法第５条第５項）。すなわち、計画は実質的に「地域における大学振興・若者雇用創

出推進会議」（以下、推進会議）が作成することとなる(35)。 

   地方公共団体が事業計画の認定を申請した場合には、内閣総理大臣は、当該事業計

画が「基本指針」に適合するものであること、当該事業計画の実施が「区域における

若者の修学及び就業の促進に相当程度寄与するものであると認められること」、およ

び「円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること」という基準に適合する

と認めるときに認定を行う（同第６項）。また、内閣総理大臣は認定に先立って「文

                                                                                 

(35) 末宗・前掲注(10)34頁は「このような立法例は珍しいところである」と評価する。 
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部科学大臣、厚生労働大臣及び経済産業大臣に協議しなければなら」ず（同第７項）、

認定を行った場合には「遅滞なく、その旨を当該地方公共団体に通知しなければなら

ない」（同第８項）。一方、地方公共団体による事業計画の公表は努力義務に留めら

れている（同第９項）。 

   事業計画の変更は第６条に、内閣総理大臣または文部科学大臣による報告の徴収は

第７条に、事業計画の実施に関する是正措置の要求（内閣総理大臣または文部科学大

臣による）は第８条に、事業計画の認定の「取消し」（撤回）は第９条に定められる。 

 

〔４〕推進会議 

   地域大学振興法第10条は推進会議に関する規定である。推進会議の組織については

「できる」規定となっているが（同第１項）、前述のように地方公共団体が事業計画

を作成する際には推進会議が案を作成することとなっているので、実質的には義務づ

けに近い。構成員は「地域における大学振興・若者雇用創出事業を実施し、又は実施

すると見込まれる大学及び事業者若しくは事業者が組織する団体」であり（同項）、

「第５条第４項に規定する事業を実施し、又は実施すると見込まれる高等専門学校又

は専門学校」など「地方公共団体が必要と認める者」を加えることも認められる（同

第２項）。産官学連携事業の推進に関する会議を法定するとともに、事業計画の案を

作成すること、事業計画の実施に関する必要事項など「地域における大学振興・若者

雇用創出の推進に関し必要な事項について協議」することが明定されており、役割の

明確化および「位置づけを強化した点は他にない特色である」という評価がなされる(36)。

しかし、いかに推進会議が事業計画の案を作成する権限を有するにせよ、内閣総理大

臣が定める「基本指針」に沿うことが求められるのであり、地方公共団体の主体性が

どの程度まで発揮されうるかについては疑問が残るところである。 

 

〔５〕事業計画に対する交付金 

   地域大学振興法第11条は、国が事業計画の認定を受けた地方公共団体に対し、当該

事業計画に「基づく事業の実施に要する経費に充てるため、内閣府令で定めるところ

により、予算の範囲内で、交付金を交付することができる」と定める。この交付金は

「地方大学・地域産業創生交付金」または「キラリ（きらり）と光る地方大学づくり

                                                                                 

(36) 末宗・前掲注(10)34頁。 
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部科学大臣、厚生労働大臣及び経済産業大臣に協議しなければなら」ず（同第７項）、

認定を行った場合には「遅滞なく、その旨を当該地方公共団体に通知しなければなら

ない」（同第８項）。一方、地方公共団体による事業計画の公表は努力義務に留めら

れている（同第９項）。 

   事業計画の変更は第６条に、内閣総理大臣または文部科学大臣による報告の徴収は

第７条に、事業計画の実施に関する是正措置の要求（内閣総理大臣または文部科学大

臣による）は第８条に、事業計画の認定の「取消し」（撤回）は第９条に定められる。 

 

〔４〕推進会議 

   地域大学振興法第10条は推進会議に関する規定である。推進会議の組織については

「できる」規定となっているが（同第１項）、前述のように地方公共団体が事業計画

を作成する際には推進会議が案を作成することとなっているので、実質的には義務づ

けに近い。構成員は「地域における大学振興・若者雇用創出事業を実施し、又は実施

すると見込まれる大学及び事業者若しくは事業者が組織する団体」であり（同項）、

「第５条第４項に規定する事業を実施し、又は実施すると見込まれる高等専門学校又

は専門学校」など「地方公共団体が必要と認める者」を加えることも認められる（同

第２項）。産官学連携事業の推進に関する会議を法定するとともに、事業計画の案を

作成すること、事業計画の実施に関する必要事項など「地域における大学振興・若者

雇用創出の推進に関し必要な事項について協議」することが明定されており、役割の

明確化および「位置づけを強化した点は他にない特色である」という評価がなされる(36)。

しかし、いかに推進会議が事業計画の案を作成する権限を有するにせよ、内閣総理大

臣が定める「基本指針」に沿うことが求められるのであり、地方公共団体の主体性が

どの程度まで発揮されうるかについては疑問が残るところである。 

 

〔５〕事業計画に対する交付金 

   地域大学振興法第11条は、国が事業計画の認定を受けた地方公共団体に対し、当該

事業計画に「基づく事業の実施に要する経費に充てるため、内閣府令で定めるところ

により、予算の範囲内で、交付金を交付することができる」と定める。この交付金は

「地方大学・地域産業創生交付金」または「キラリ（きらり）と光る地方大学づくり

                                                                                 

(36) 末宗・前掲注(10)34頁。 
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交付金」とも称され、2018年度予算においては100億円が確保された。内訳は、内閣

府計上分が70億円（「地方大学・地域産業創生交付金」として20億円、「地方創生推

進交付金」の活用分として50億円）、文部科学省計上分が25億円、関連事業分として

５億円である。交付率は２分の１を原則としつつ、事業計画の内容に応じて３分の２

または４分の３ともしうる。予算積算上の採択は10件程度である（１件につき１年で

７億円が上限の目安とされる）。また、支援期間は原則として５年間とされている(37)。 

   また、交付金とは別に、国に対しては「地域における大学の振興及び若者の雇用機

会の創出による若者の修学及び就業の促進に関する施策を実施するために必要な財政

上の措置その他の措置を講ずる」ことについて努力義務が課せられている（第16条）。 

 

〔６〕東京都の特別区における学部収容定員の抑制 

   地域大学振興法において最も議論を呼び、合憲性を含めて問題とみられる規定は第

13条および第14条であろう。両規定とも2028年３月31日までの時限適用とされており

（附則第２条）、東京一極集中の是正という効果があるかについて疑問視する見解も

少なくない。そればかりでなく、規制を受ける大学はもとより、受験生の意思や希望

を軽視している点のほうが重要である。 

   まず、第13条は、原則として「大学の設置者又は大学を設置しようとする者」（以

下、大学設置者等）は「特定地域外の地域における若者の修学及び就業を促進するた

め、特定地域内における大学の学部の設置、特定地域外から特定地域内への大学の学

部の移転その他の方法により、特定地域内学部収容定員（特定地域内に校舎が所在す

る大学の学部の学生の収容定員のうち、当該校舎で授業を受ける学生に係るものとし

て政令で定めるところにより算定した収容定員をいう。以下この条及び附則第３条に

おいて同じ。）を増加させてはならない」と定める。前述のように、特定地域は地域

大学振興法施行令第１条によって特別区とされるので、特別区にキャンパスを構える

大学は、他の地域にキャンパスを構えるか否かを問わず、原則として特別区に所在す

るキャンパスの収容定員を増加させてはならないこととなる。 

   大学設置者等が同条に違反し、または違反するおそれがあると文部科学大臣が認め

るときには、同大臣は当該大学設置者等に対して是正措置勧告を行うことができる

（第14条第１項）。勧告の後に当該大学設置者等が「正当な理由がなくて当該勧告に

                                                                                 

(37) 末宗・前掲注(10)36頁および萩原・前掲(10)97頁による。 
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係る措置を講じなかったとき」には、文部科学大臣が当該大学設置者等に対して是正

措置命令を発することができる（同第２項）。また、文部科学大臣は、是正措置勧告

または是正措置命令を行うために必要があると認めるときは、当該大学設置者等に対

して「報告又は資料の提出を求めることができる」（同第３項）。 

   第13条および第14条は「最終報告」の「②東京の大学の定員抑制」を受けたものと

考えられるが、定員抑制策と憲法との整合性について「最終報告」は言及しておらず、

地方大学振興有識者会議の議事要旨を参照しても検討された形跡はない。しかし、国

会においては合憲性への疑問が寄せられた。 

   例えば、松平浩一議員（立憲民主党）は、地域大学振興法第13条が「東京の大学で

学ぼうとする人数を制限するもので」あり、大学の自治を侵害し、憲法第23条に違反

するのではないか、「学問とは関係のないところでの制限」であって「果たして合理

的な制限と言えるのか」、憲法第14条第１項の趣旨に鑑みて東京にある大学だけを規

制するのは妥当であるか、「更に言えば、東京という場所で学びたいという学生の希

望を制限するものであって、学生の居住、移転の自由にかかわってくる、又は、東京

にある魅力のある大学で学びたいという学生の学問の自由にかかわってくるのではな

いか」と質した(38)。松沢成文議員（希望の党）も、地域大学振興法が「学問の自由

や大学の自治、教育を受ける権利に対する重大な制約に当たる」と質している(39)。 

   松平議員の質疑に対し、末宗徹郎氏（内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局

地方創生総括官補）は、地域大学振興法第13条の「措置につきましては、大学に対し

て、特定地域内の収容定員をふやさないようにするということにとどまっております

ので、特定地域内における大学教員等の教育研究の内容あるいは活動そのものを制限

するものではございませんので、大学の自治を含む学問の自由の観点から問題はな

い」、「地域における若者の修学、就業の促進のために定員抑制する必要があると認

                                                                                 

(38) 「第196回衆議院地方創生に関する特別委員会議録第６号（平成30年３月22日）」２頁。ま

た、観点は異なるが、「第196回衆議院地方創生に関する特別委員会議録第５号（平成30年３

月20日）」14頁における宮本岳志議員（日本共産党）の質疑と、これに対する梶山地方創生担

当大臣の答弁も参照。 

(39) 「第196回参議院内閣委員会、文教科学委員会連合審査会会議録第１号（平成30年５月22

日）」20頁。また、「第196回国会参議院内閣委員会、文教科学委員会連合審査会会議録第１

号（平成30年５月22日）」12頁における蓮舫議員（立憲民主党・民友会）の質疑、「第196回

参議院内閣委員会会議録第13号（平成30年５月24日）」２頁における矢田わか子議員（国民民

主党・新緑風会）の質疑と、これに対する宮川典子文部科学大臣政務官の答弁、同19頁におけ

る田村智子議員（日本共産党）による反対討論も参照。 
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係る措置を講じなかったとき」には、文部科学大臣が当該大学設置者等に対して是正

措置命令を発することができる（同第２項）。また、文部科学大臣は、是正措置勧告

または是正措置命令を行うために必要があると認めるときは、当該大学設置者等に対

して「報告又は資料の提出を求めることができる」（同第３項）。 

   第13条および第14条は「最終報告」の「②東京の大学の定員抑制」を受けたものと

考えられるが、定員抑制策と憲法との整合性について「最終報告」は言及しておらず、

地方大学振興有識者会議の議事要旨を参照しても検討された形跡はない。しかし、国

会においては合憲性への疑問が寄せられた。 

   例えば、松平浩一議員（立憲民主党）は、地域大学振興法第13条が「東京の大学で

学ぼうとする人数を制限するもので」あり、大学の自治を侵害し、憲法第23条に違反

するのではないか、「学問とは関係のないところでの制限」であって「果たして合理

的な制限と言えるのか」、憲法第14条第１項の趣旨に鑑みて東京にある大学だけを規

制するのは妥当であるか、「更に言えば、東京という場所で学びたいという学生の希

望を制限するものであって、学生の居住、移転の自由にかかわってくる、又は、東京

にある魅力のある大学で学びたいという学生の学問の自由にかかわってくるのではな

いか」と質した(38)。松沢成文議員（希望の党）も、地域大学振興法が「学問の自由

や大学の自治、教育を受ける権利に対する重大な制約に当たる」と質している(39)。 

   松平議員の質疑に対し、末宗徹郎氏（内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局
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て、特定地域内の収容定員をふやさないようにするということにとどまっております

ので、特定地域内における大学教員等の教育研究の内容あるいは活動そのものを制限

するものではございませんので、大学の自治を含む学問の自由の観点から問題はな

い」、「地域における若者の修学、就業の促進のために定員抑制する必要があると認

                                                                                 

(38) 「第196回衆議院地方創生に関する特別委員会議録第６号（平成30年３月22日）」２頁。ま

た、観点は異なるが、「第196回衆議院地方創生に関する特別委員会議録第５号（平成30年３

月20日）」14頁における宮本岳志議員（日本共産党）の質疑と、これに対する梶山地方創生担

当大臣の答弁も参照。 

(39) 「第196回参議院内閣委員会、文教科学委員会連合審査会会議録第１号（平成30年５月22

日）」20頁。また、「第196回国会参議院内閣委員会、文教科学委員会連合審査会会議録第１

号（平成30年５月22日）」12頁における蓮舫議員（立憲民主党・民友会）の質疑、「第196回

参議院内閣委員会会議録第13号（平成30年５月24日）」２頁における矢田わか子議員（国民民

主党・新緑風会）の質疑と、これに対する宮川典子文部科学大臣政務官の答弁、同19頁におけ

る田村智子議員（日本共産党）による反対討論も参照。 
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められますし、10年間の時限措置として特定地域の要件を限定的に規定しております

ので、合理的な範囲における区別と考えられ、法のもとの平等の観点からも問題がな

い」、「学生自身の居住、移転を制限するものではないということから、居住、移転

の自由の観点からも問題はない」と答弁した(40)。また、松沢議員の質疑に対し、林

芳正文部科学大臣は「各大学の教育研究の内容、活動そのものを制限するものではな

くて、それぞれの大学の自治を侵したり各学生が大学で学ぶ機会を妨げたりするもの

ではない」と答弁した(41)。 

   たしかに、特別区に所在する大学の収容定員の抑制は直ちに大学教員の教育研究活

動に影響を及ぼす訳ではない。しかし、このことと大学の自治とは次元が異なるので

あり、合憲性の主張となりきれていない。むしろ、特別区に所在する大学の学生定員

管理に関する自主性を損なわせる点において憲法第23条に違反する疑いは消滅してい

ない。地域大学振興法第３条第３項も「国及び地方公共団体は、地域における若者の

修学及び就業の促進に関する施策で大学に係るものを策定し、及びこれを実施するに

当たっては、大学の自主性及び自律性その他大学における教育研究の特性に配慮しな

ければならない」と定めていることが忘れられているのではなかろうか。 

   また、憲法第14条との関連においても、答弁は定員抑制の必要性のみを理由に「合

理的な範囲における区別」と主張するにすぎない。時限措置であることは無関係であ

るし、地域大学振興法第５条第３項に示される「特定地域」の定義も、不確定概念が

多く、かつ、第一次的には政令に委ねられているため、厳格であると評価するには不

十分である。 

   さらに、地域大学振興法の成立前から行われてきた学部収容定員の抑制策によって、

2018年度入試において早稲田大学、明治大学、上智大学など多くの有名私立大学の合

格者が減少し、実質競争率が上昇するという、十分に予想されえた結果が出た(42)。

捉え方にもよるが、受験生が大学に入学して学問の自由を享受する機会を不当に奪う

ものと言えないであろうか。少なくとも、このような抑制策によって多くの受験生が

振り回される結果につながりかねず、受験者不在の政策決定であると評価せざるをえ

ない。地域大学振興法により、このような傾向が強められるという懸念が生ずる。 

                                                                                 

(40) 「第196回衆議院地方創生に関する特別委員会議録第６号（平成30年３月22日）」２頁。 

(41) 「第196回参議院内閣委員会、文教科学委員会連合審査会会議録第１号（平成30年５月22

日）」20頁。 

(42) 木村・前掲注(７)26頁、28頁による。同書34頁、小川・前掲注(７)208頁も参照。 
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   なお、次の場合には抑制の対象から除外される。 

   まず、大学設置者等が、特定地域に設置する学部等（大学の学部、高等専門学校の

学科または専修学校の専門課程）の廃止、特定地域からそれ以外の地域に所在する

キャンパスへの学部等の移転により、当該大学設置者等が特定地域に設置する他の学

部等の収容定員を増加させる場合である（同第13条第１号）。 

   次に、大学設置者等が、特定地域に設置する学部等の収容定員を減少させ、その分

を異なる大学設置者等の学部等の収容定員に吸収する場合である（同第２号）。 

   そして、外国人留学生または社会人学生に限定して特定地域に設置する学部等の収

容定員を増加させる場合など、「特定地域以外の地域における若者の著しい減少を助

長するおそれが少ないものとして政令で定める場合」である（同第３号）。この場合

には「大学における教育研究の国際競争力の向上、実践的な教育研究の充実その他の

教育研究の質的向上を図る」ことが大義名分とされる。 

   また、附則第３条は、期限を付けながらも収容定員の抑制に対する例外を定めてい

る。すなわち、大学等設置法人が、2019年３月31日までに「特定地域内における大学

の学部の設置その他の政令で定める事項について（中略）文部科学大臣の認可（中略）

を受けた場合」（同第１号）、2024年３月31日までに特定地域内において専門職大学

または専門職短期大学の設置等について認可を受けた場合（同第２号）、本則第13条

および第14条の「施行日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日

までに、特定地域外から特定地域内への大学の学部の移転その他の政令で定める事項

について、政令で定めるところにより、文部科学大臣への届出を行った場合」（附則

第３条第３号）、本則第13条および第14条の「施行の際現に特定地域内における大学

の学部の設置、特定地域外から特定地域内への大学の学部の移転その他の方法により

特定地域内学部収容定員を増加させるために必要な校舎その他の施設又は設備の設置

又は整備に関し政令で定める相当程度の準備が行われている場合」（附則第３条第４

号）である。 

 

〔７〕施行状況等の検討 

   地域大学振興法附則第５条第１項は、政府が2024年３月31日までの間に「専門職大

学等の設置の状況その他この法律の施行の状況について検討を加え、その結果に基づ

いて必要な措置を講ずるものとする」と定める。また、同第２項は、政府が2028年３

月31日までの間に「地域における若者の修学及び就業の状況その他この法律の施行の
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および第14条の「施行日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日

までに、特定地域外から特定地域内への大学の学部の移転その他の政令で定める事項

について、政令で定めるところにより、文部科学大臣への届出を行った場合」（附則
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   地域大学振興法附則第５条第１項は、政府が2024年３月31日までの間に「専門職大

学等の設置の状況その他この法律の施行の状況について検討を加え、その結果に基づ
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状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする」と定

める。 

 

 

 4. 国会における法律案の審議状況 
 

 前記のような内容の地域大学振興法について、衆参両院において審査・審議がなされた。

その様子を、項目毎に概観する（但し、合憲性などについては既に取り上げたので除外す

る）。なお、便宜のため、法律案の提出から公布までの経過について、概略を示しておく。  

 ●地域大学振興法 

  衆議院議案受理年月日      2018年２月６日 

  衆議院付託年月日               2018年３月16日（地方創生に関する特別委員会） 

  衆議院審査終了年月日           2018年３月22日（可決） 

  衆議院審議終了年月日           2018年３月23日（可決） 

  参議院予備審査議案受理年月日   2018年２月６日 

  参議院議案受理年月日           2018年３月23日 

  参議院付託年月日               2018年５月16日（内閣委員会） 

  参議院審査終了年月日           2018年５月24日（可決） 

  参議院審議終了年月日           2018年５月25日（可決） 

  公布年月日           2018年６月１日（法律第37号） 

  施行日             2018年６月１日 

 

〔１〕衆議院地方創生に関する特別委員会 

   地域大学振興法は地域再生法改正法とともに審査された。宮本岳志議員（日本共産

党）による反対討論が行われたものの、起立多数により可決された。賛成会派は自由

民主党、立憲民主党・市民クラブ、希望の党・無所属クラブ、公明党および日本維新

の会であり、反対会派は無所属の会、日本共産党、自由党および社会民主党・市民連

合である(43)。また、山口俊一議員（自由民主党）、亀井亜紀子議員（立憲民主党・

市民クラブ）外３氏より、自由民主党、立憲民主党・市民クラブ、希望の党・無所属

                                                                                 

(43) http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_gian.nsf/html/gian/keika/1DC7D36.htm 
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クラブ、公明党および日本維新の会の五派共同提案による「地域における大学の振興

及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業の促進に関する法律案に対する

附帯決議」が提出され、やはり起立多数により可決された(44)。 

 

(１) 「基本指針」 

   太田昌隆議員（公明党）は、地域大学振興法に定められる「基本指針」の策定およ

び公表時期、さらに「交付金の取扱いに関する具体的な制度要綱、交付要綱、申請受

理期間」など全体のスケジュールを質した。これに対し、末宗氏は「これまでも地方

公共団体に対しましては、説明会などで交付金の趣旨あるいは取扱いの基本的な考え

方については情報提供もし、個別に事前の相談なども受け付けてきているところで」

あると述べた上で「しっかりした計画をつくっていただく必要がございますので、一

定の策定期間もとりながら、そのスケジュールを法案が成立しましたら明確に示して、

それからその後の審査期間も設定をして、大体秋ぐらいには計画についての交付をし

たいと考えている」と答弁した(45)。 

 

(２) 「地方大学・地域産業創生交付金」 

  ① 「地方大学・地域産業創生交付金」と文部科学省による「産学連携のための補助

金」との相違 

    この点については太田議員が質している。梶山地方創生担当大臣は「地方大学・

地域産業創生交付金」が「知事等がリーダーシップを発揮することを前提として、

地方大学が特色を出しつつ、産官学連携により地域の中核的産業の振興や専門人材

育成などを行うすぐれた取組を重点的に支援をするものであり」、「大学主体では

なく地域を代表する知事等がリーダーシップをとること、地方大学の役割として教

育研究そのものよりも地域産業への貢献を重視していること、知事等が主導するこ

とにより地域全体に波及する中核的な産業の振興を推進すること、地域における中

核的な産業振興とそれを担う専門人材の育成等を一体的に推進することなどの点」

において文部科学省による「産学連携のための補助金」と異なると答弁した。また、

太田議員が「今回の交付金制度の中でも、地方において若者の雇用が創出できるよ

                                                                                 

(44) 「第196回衆議院地方創生に関する特別委員会議録第６号（平成30年３月22日）」27頁。 

(45) 「第196回衆議院地方創生に関する特別委員会議録第４号（平成30年３月19日）」４頁。 
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とにより地域全体に波及する中核的な産業の振興を推進すること、地域における中

核的な産業振興とそれを担う専門人材の育成等を一体的に推進することなどの点」

において文部科学省による「産学連携のための補助金」と異なると答弁した。また、

太田議員が「今回の交付金制度の中でも、地方において若者の雇用が創出できるよ
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うな、そんな仕組みをまた設けるべきではないかと思」うと質したのに対して、末

宗氏は「今回の新たな交付金の申請に当たりましては、地方公共団体が策定する計

画におきまして、地域における事業活動の活性化その他の事業者が行う若者の雇用

機会の創出に資する取組に関する事項、雇用にかかわる事項を記載していただくこ

とといたします。加えまして、ＫＰＩを設定するわけでございますが、産業の雇用

者数の増加数、あるいは地元就職者、起業数を設定していただく」、「こうした仕

組みを通じまして、それぞれの地域の中核的な産業の振興、専門人材の育成に加え

て、地域における若者の雇用創出につながるすぐれた取組を支援してまいりたい」

と答弁した(46)。 

  ② 「地方大学・地域産業創生交付金」の交付額の根拠 

    この点については松平議員が質している。末宗氏は、「今回の新たな交付金の特

色」として「国内外のトップレベル人材の招聘等によりまして、特定分野でグロー

バルに競争力を持つ地方大学づくりを進めるという狙い」および「中核的な産業振

興に関しまして、地域全体へ波及するという大規模な産官学連携の取組を支援する

という狙い」があると述べ、その上で「これまでの大学等への既存の支援策でも、

世界トップレベルの研究拠点の形成を目指すもの、あるいは産学連携により革新的

なイノベーションの実現を目指すもの、こういった事業については、一件当たり、

事業費で大体10億円規模となって」いること、内閣府が所掌する地方創生推進交付

金が「一件当たりの事業費、最大で６億円規模としているところでございまして、

今回の新たな事業は、それかそれ以上の大規模な取組も想定されるところ」である

ために「地方大学・地域産業創生交付金」については「事業費ベースでおおむね10

億円程度、それで補助率等を逆算しますと、一計画当たりの国費で、大体目安額と

して７億円程度というふうにした」と答弁した(47)。 

  ③ 交付の客観的基準、審査の透明性 

    この点については、堀越啓仁議員（立憲民主党・市民クラブ）が必要性を理解す

るとした上で質した。末宗氏は「地方公共団体が策定する計画におきましては、御

指摘のとおり、若者の修学及び就業の促進に相当程度寄与するものということを設
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けているところでございまして、この観点からは、その計画の地域内における産業

の雇用者数の増加数あるいは地元就職者、起業数、これをＫＰＩとして設定する」、

「内閣総理大臣が策定する基本指針において審査における評価基準を定めることと

考えておりまして、例えば自立性ですとか地域の優位性、それから先ほど申し上げ

ましたＫＰＩの実現可能性、こういったところを評価基準として明確にしてまいり

たい」、「専門性を有する外部の有識者で構成する委員会を設置することといたし

まして、その委員会が書類審査それから現地審査、さらに面接審査という多段階の

審査を行うことによりまして審査の透明性を確保してまいりたい」と答弁した(48)。 

  ④ 国立大学法人運営費交付金および私立大学等経常費補助との関連 

    2018年度予算において国立大学法人運営費交付金等は１兆971億円、私立大学等

経常費補助は3,154億円が計上されているが、周知のように、国立大学法人運営費

交付金等および私立大学等経常費補助は年々減額される傾向にあり、国立大学など

における研究環境の悪化が報じられることも少なくない。 

    宮本議員は「国立大学の運営費交付金は、2004年度の１兆2,415億円から今日の

１兆１千億円弱へ、1,400億円以上も減らされてまいりました。私学の経常費補助

金も、2006年度の3,313億円から今日の3,154億円へ、180億円も減らされて」いる

と指摘した上で、地域大学振興法が「地方大学の財政的危機を解決するものになる」

のかと質した。これに対し、梶山地方創生担当大臣は「産官学連携により、地域の

中核的産業の振興や専門的人材育成などを行うすぐれた取組を新たな交付金等によ

り重点的に支援をし、特色ある大学組織改革の実施などを進めていくということで、

最初に、大学が瀕死の状況にあるのを戻せるかということになると、これらの取組

を通じて活力を得ていくということになろうかと思います」と答弁した。これを受

け、宮本氏は「わずか100億円の地方大学・地域産業創生事業をやったからといっ

て、救われるはずがない」と述べた上で、「地方大学・地域産業創生交付金」を受

けようとするならば大学が「推進会議」の「下請機関にならざるを得ない」と質し

た。これに対し、梶山地方創生担当大臣は「この交付金制度に大学が参画するかど

うかというのは、大学が主体的に判断をすることであり」、「知事等が地方大学に

対して改革を主導するものではなくて、むしろ、その取組に対して、地方大学がみ

ずからその強みや特色を伸ばすために主体的に改革を行う地域を支援するものであ
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けているところでございまして、この観点からは、その計画の地域内における産業

の雇用者数の増加数あるいは地元就職者、起業数、これをＫＰＩとして設定する」、

「内閣総理大臣が策定する基本指針において審査における評価基準を定めることと

考えておりまして、例えば自立性ですとか地域の優位性、それから先ほど申し上げ

ましたＫＰＩの実現可能性、こういったところを評価基準として明確にしてまいり

たい」、「専門性を有する外部の有識者で構成する委員会を設置することといたし

まして、その委員会が書類審査それから現地審査、さらに面接審査という多段階の

審査を行うことによりまして審査の透明性を確保してまいりたい」と答弁した(48)。 

  ④ 国立大学法人運営費交付金および私立大学等経常費補助との関連 

    2018年度予算において国立大学法人運営費交付金等は１兆971億円、私立大学等

経常費補助は3,154億円が計上されているが、周知のように、国立大学法人運営費

交付金等および私立大学等経常費補助は年々減額される傾向にあり、国立大学など

における研究環境の悪化が報じられることも少なくない。 

    宮本議員は「国立大学の運営費交付金は、2004年度の１兆2,415億円から今日の

１兆１千億円弱へ、1,400億円以上も減らされてまいりました。私学の経常費補助

金も、2006年度の3,313億円から今日の3,154億円へ、180億円も減らされて」いる

と指摘した上で、地域大学振興法が「地方大学の財政的危機を解決するものになる」

のかと質した。これに対し、梶山地方創生担当大臣は「産官学連携により、地域の

中核的産業の振興や専門的人材育成などを行うすぐれた取組を新たな交付金等によ

り重点的に支援をし、特色ある大学組織改革の実施などを進めていくということで、

最初に、大学が瀕死の状況にあるのを戻せるかということになると、これらの取組

を通じて活力を得ていくということになろうかと思います」と答弁した。これを受

け、宮本氏は「わずか100億円の地方大学・地域産業創生事業をやったからといっ

て、救われるはずがない」と述べた上で、「地方大学・地域産業創生交付金」を受

けようとするならば大学が「推進会議」の「下請機関にならざるを得ない」と質し

た。これに対し、梶山地方創生担当大臣は「この交付金制度に大学が参画するかど

うかというのは、大学が主体的に判断をすることであり」、「知事等が地方大学に

対して改革を主導するものではなくて、むしろ、その取組に対して、地方大学がみ

ずからその強みや特色を伸ばすために主体的に改革を行う地域を支援するものであ
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りまして、大学の自主性、自律性の侵害という指摘は当たらない」と答弁したが、

宮本議員は「入るときには、参加するときには自主的に参加するんでしょうが、一

たび参加してしまえば、自治体の掲げる事業計画に基づいて進めなければならなく

な」り、「その中身というのは、この間国が進めてきた大学改革の方向に誘導され

るのは火を見るより明らか」である、「入り口が自主的だといったって、実態は、

それはやらざるを得ない状況に追い込まれていっている、そういう状況を放置して

いると言わざるを得ない」と批判しており、「国立大学運営費交付金が前年度比同

額にとどまるもとで、むしろ、これに認定されましたら、国から配賦された既存の

運営費交付金も先導的研究基盤、技術の活用や大学改革の推進に振り向けざるを得

なくなるわけですよ、これにおつき合いをして。交付金が仮に同額ならば、自由に

使える基盤的経費はむしろ減ってしまうということになります。このようなものが

地方大学の振興に役立つわけがないではありませんか」とも述べている(49)。 

 

(４) 東京都の特別区に所在する学部の収容定員の抑制 

  ① 時限措置 

    神田憲次議員（自由民主党）が「東京圏への一極集中の是正というのは大変長期

スパンでの取組を要するものでありまして、定員抑制については時限措置とするべ

きではないのでしょうか」と質したのに対し、末宗氏は「大学の経営の自主性に大

きくかかわるものでございますので、法案では、合理的な範囲内の規制とするとい

う観点から、10年間の時限措置といたしております」、「法文の中に、10年後まで

の間に地域における若者の修学及び就業の状況等について検討し、その結果に基づ

いて必要な措置を講ずるものとするとしておりまして、その時点で抑制措置を延長

するか否かについてはまた検討を行う必要があると考えております」と答弁した(50)。 

  ② 定員抑制の有効性および合理性 

    堀越議員は、工場等制限法の立法および廃止に言及しつつ「定員抑制は大学の自

主性、自律性に再度制限をかけることになるとの指摘がございますが、その有効性

                                                                                 

(49) 「第196回衆議院地方創生に関する特別委員会議録第５号（平成30年３月20日）」14頁。ま

た、宮本議員は地域大学振興法について「財政的に深刻な地方大学の現状を解決するために提

案されているということではなくて、あたかも、まさに政府の地方創生の施策がうまくいって

いないから、地方大学を地方創生に貢献させようとしているように聞こえる」とも批判してい

る（同13頁）。 

(50) 「第196回衆議院地方創生に関する特別委員会議録第４号（平成30年３月19日）」10頁。 

 

－ 25 － 

 

や合理性について伺いたい」と質した。これに対し、末宗氏は「今後18歳人口が大

幅に減ることが見込まれております。（中略）今後も条件の有利な東京23区の定員

増が進み続けますと、東京一極集中がますます加速してしまう。また、東京の大学

の収容力が拡大する一方で、地方大学の中には経営悪化による撤退等が生じ、地域

間で高等教育の就学機会の格差が拡大しかねないと考えておりまして、このような

ことから、特定地域について大学の定員抑制を講じようというもので」あると答弁

した(51)。 

    また、堀越議員は「定員抑制と地方創生の間に明確な対応関係があるのか」、

「大学には学問の自由がある、学生には学びたいところで教育を受ける権利という

ものがある」が「定員抑制は、これらを制約する懸念があ」り、「定員抑制は、大

学の自主性、自律性だけでなく、実際の経営、さらには大学自体の存立にも影響を

及ぼすおそれがある」とした上で、「23区内の大学の定員抑制を行えば若者が地元

で進学し就職する傾向が高まる等の具体的な調査結果をもとに立案を行ったので

しょうか」と質した。これに対し、末宗氏は「今回の定員抑制を行うに当たりまし

ては、いろいろな議論を行いましたし、かなりの調査分析を行ってまいりました」

として「具体的に申し上げますと、まず、2000年から2015年の間で、地方の若者が

約532万人、約３割減少をしております。また一方で、御案内のとおり、東京圏へ

の転入超過数、2017年で約12万人ということで、それも、そのほとんどが若者とい

う現状でございます」などと答弁した(52)。 

  ③ 学部収容定員の抑制の例外 

    一方、学部収容定員の抑制の例外に関しては、牧島かれん議員（自由民主党）が

地域大学振興法の施行により「東京にある日本の大学の国際競争力が失われるよう

なことがあってはならない」と質しており、これに対して末宗氏は「東京の国際競

争力を損なわないようにする観点」に立ちつつ「具体的には、政令において例外事

項の詳細を定める予定ではありますけれども、一つ目には、留学生や社会人の受入

れ、二つ目には、スクラップ・アンド・ビルドによる時代に合った最先端の学部や

学科の新設などを抑制の例外とする」、「高度な教育研究を行う大学院、これにつ

いては、そもそも抑制の対象外としている」と答弁した。また、牧島議員が「海外
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や合理性について伺いたい」と質した。これに対し、末宗氏は「今後18歳人口が大

幅に減ることが見込まれております。（中略）今後も条件の有利な東京23区の定員

増が進み続けますと、東京一極集中がますます加速してしまう。また、東京の大学

の収容力が拡大する一方で、地方大学の中には経営悪化による撤退等が生じ、地域

間で高等教育の就学機会の格差が拡大しかねないと考えておりまして、このような

ことから、特定地域について大学の定員抑制を講じようというもので」あると答弁

した(51)。 

    また、堀越議員は「定員抑制と地方創生の間に明確な対応関係があるのか」、

「大学には学問の自由がある、学生には学びたいところで教育を受ける権利という

ものがある」が「定員抑制は、これらを制約する懸念があ」り、「定員抑制は、大

学の自主性、自律性だけでなく、実際の経営、さらには大学自体の存立にも影響を

及ぼすおそれがある」とした上で、「23区内の大学の定員抑制を行えば若者が地元

で進学し就職する傾向が高まる等の具体的な調査結果をもとに立案を行ったので

しょうか」と質した。これに対し、末宗氏は「今回の定員抑制を行うに当たりまし

ては、いろいろな議論を行いましたし、かなりの調査分析を行ってまいりました」

として「具体的に申し上げますと、まず、2000年から2015年の間で、地方の若者が

約532万人、約３割減少をしております。また一方で、御案内のとおり、東京圏へ

の転入超過数、2017年で約12万人ということで、それも、そのほとんどが若者とい

う現状でございます」などと答弁した(52)。 

  ③ 学部収容定員の抑制の例外 

    一方、学部収容定員の抑制の例外に関しては、牧島かれん議員（自由民主党）が

地域大学振興法の施行により「東京にある日本の大学の国際競争力が失われるよう

なことがあってはならない」と質しており、これに対して末宗氏は「東京の国際競

争力を損なわないようにする観点」に立ちつつ「具体的には、政令において例外事

項の詳細を定める予定ではありますけれども、一つ目には、留学生や社会人の受入

れ、二つ目には、スクラップ・アンド・ビルドによる時代に合った最先端の学部や

学科の新設などを抑制の例外とする」、「高度な教育研究を行う大学院、これにつ

いては、そもそも抑制の対象外としている」と答弁した。また、牧島議員が「海外
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の大学の日本校が東京で日本の大学として参入される、そのことを阻止するもので

はないというふうに理解してよいのでしょうか」と質しており、末宗氏は「海外の

大学が日本の学校教育法に基づく大学として日本に参入する場合という御指摘だと

思いますが、これにつきまして、教育研究の国際競争力の向上に資する場合につき

ましては、政令において抑制の例外とすることを検討してまいりたいと考えており

ます」と答弁した(53)。 

 

(５) 地域大学振興法第15条 

   太田議員および堀越議員は、同条が「国は、地域における若者の就業を促進するた

め、地域の特性を生かした創業の促進及び地域における事業活動の活性化による若者

の雇用機会の創出、地域における適職の選択を可能とする環境の整備その他の必要な

施策を講ずるよう努めるものとする」と定めていることの意味を質した。これに対し、

末宗氏は「地方公共団体と連携しながら国が取り組むとしておりますので、地方団体

の自主性、自立性を尊重する必要があるという性格から、努力義務にしているところ

でございます」と答弁した(54)。 

   また、「若者の雇用機会の創出」について、末宗氏は「地域の強みを生かした産業、

雇用の創出を交付金等によって支援をすること、それから地域経済牽引事業、これを

支援すること、それから良質な雇用の場を創出する本社機能等の移転を税制措置で促

進すること」をあげ、「地域における適職の選択を可能とする環境の整備」について

は「アウトリーチによる企業相談など働き方改革の推進による職場の魅力の向上」お

よび「地元出身の学生を対象とした中小企業でのインターンシップの実施」、「東京

に本社を持つ大企業等の本社一括採用の見直し等を促すための普及啓発」、および

「ＵＩＪターンにより地元企業等に就職した若者を対象とする奨学金の返還支援制度

を全国展開していくこと」を主とする旨を述べている(55)。 

 

〔２〕衆議院本会議（2018年３月23日） 

   地域大学振興法および地域再生法改正法は一括して議題とされ、渡辺博道地方創生

                                                                                 

(53) 「第196回国会衆議院地方創生に関する特別委員会議録第４号（平成30年３月19日）」７頁。 

(54) 引用は、「第196回国会衆議院地方創生に関する特別委員会議録第５号（平成30年３月19

日）」４頁による。 

(55) 「第196回国会衆議院地方創生に関する特別委員会議録第４号（平成30年３月19日）」４頁。 

 

－ 27 － 

 

に関する特別委員長による報告の後、直ちに採決が行われ、賛成多数で可決された(56)。 

 

〔３〕参議院内閣委員会 

   地域大学振興法および地域再生法改正法は一括して議題とされ、梶山地方創生担当

大臣による両法律（案）の趣旨説明が2018年５月17日に行われ、直ちに審査に入った。

同月22日に内閣委員会・文教科学委員会連合審査会が行われ、同月24日の内閣委員会

において山本太郎議員（自由党）による修正動議が提出され（法律案に対する反対討

論も行われた）、また、田村智子議員（日本共産党）による反対討論（および修正動

議への賛成）が行われたが、いずれも賛成少数により否決され、地域大学振興法（案）

が原案通り可決された(57)。さらに、矢田わか子議員（国民民主党・新緑風会）など

により、自由民主党・こころ、公明党、国民民主党・新緑風会、立憲民主党・民友会

及び日本維新の会の各派共同提案による「地域における大学の振興及び若者の雇用機

会の創出による若者の修学及び就業の促進に関する法律案に対する附帯決議」が提出

され、賛成多数で可決された(58)。 

 

(１) 「基本指針」 

   蓮舫議員（立憲民主党・民友会）は、地域大学振興法が「国家戦略特区と類似した

制度設計になっています。地方創生の新たな交付金をつくる、総理の定める基本指針

に基づき、基本計画に基づいて、自治体等が計画を策定し、認定を申請。認定、決定

権者は安倍総理大臣です。この途中経過、選定過程が公正中立であることが求められ

ますが、大丈夫ですか」と質した。これに対し、梶山地方創生担当大臣は「内閣府に

おいて権限を行使する場合には、実質的な決定権者が誰であるかにかかわらず、法律

には内閣総理大臣の権限を行使するという定めを置くことになっておりまして、この

法案につきましては、ワンストップ窓口の、ワンストップというか、この窓口の実質

的な対応を内閣総理大臣自らが行うことは予定をされておりません」と答弁した。こ

れを受け、蓮舫議員が「どうやってその公正中立性が担保されるんですか、認定がさ

れるまで」と質し、梶山地方創生担当大臣は「外部の有識者による委員会を構成をし

                                                                                 

(56) 「第196回国会衆議院会議録第11号（平成30年３月23日）」２頁。 

(57) 「第196回国会参議院内閣委員会会議録第13号（平成30年５月24日）」19頁、20頁。 

(58) 「第196回国会参議院内閣委員会会議録第13号（平成30年５月24日）」20頁。 
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(56) 「第196回国会衆議院会議録第11号（平成30年３月23日）」２頁。 
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て、そしてその上で選定をしてまいる」と答弁した(59)。 

   他方、山本議員は「本法案で最終的な決定権者は総理大臣です、国家戦略特区での

最終的な決定権者は総理大臣。本法案ではきらりと光る地方大学、国家戦略特区では

世界に冠たる獣医学部。本法案で内容を吟味するのは有識者会議、国家戦略特区で内

容を吟味するのは諮問会議」と指摘した上で、「地方は、手を挙げる際、総理大臣が

定める基本指針に基づいた計画を立てる必要があるようですけれども、この総理が定

める基本指針、いつ策定されますか」と質した。梶山地方創生担当大臣が「法律成立

後であります」と答弁したことを受け、山本議員は「全て法案が通った後、基本指針

でやりますよということですよね」、などと述べ、激烈な批判を行っている(60)。 

 

(２) 「地方大学・地域産業創生交付金」（「キラリ（きらり）と光る地方大学づくり交

付金」） 

  ① 「地方大学・地域産業創生交付金」と文部科学省による「産学連携のための補助

金」との相違 

    まず、厳密には両制度の相違に関する質疑ではないが、高野光二郎議員（自由民

主党）が「大学振興・若者雇用創出の交付金制度は、地方創生が一番の本旨である

と認識をして」いるとした上で「どのようにきらりと光る地方大学づくりを進める

のか」と質したのに対し、長坂康正内閣府大臣政務官は「知事等のリーダーシップ

の下に、産官学連携によりまして、（中略）それぞれの分野で、地域の強みを生か

し中核的産業の振興や専門人材育成などを行う優れた取組を重点的に支援するため

の新たな交付金を創設するものでございます」と答弁した(61)。 

    次に、和田政宗議員（自由民主党・こころ）は「産学官連携というのはこれまで

も結構やられてきたんじゃないか」、「この法案においてはこれまでの産学官連携

と何が違うのか」と質した。これに対し、梶山地方創生担当大臣は「地方大学・地

域産業創生交付金」が「知事等がリーダーシップを発揮することを前提として、地

方大学が特色を出しつつ、産官学連携により地域の中核的産業の振興や専門人材育

成などを行う優れた取組を重点的に支援をしていくものであり」、「従来の文部科

                                                                                 

(59) 「第196回国会参議院内閣委員会、文教科学委員会連合審査会会議録第１号（平成30年５月

22日）」11頁。 

(60) 「第196回国会参議院内閣委員会会議録第13号（平成30年５月24日）」17頁。 

(61) 「第196回参議院内閣委員会会議録第12号（平成30年５月17日）」４頁。 
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学省を始めとする産官学連携とは、大学主体ではなくて地域を代表する知事等が

リーダーシップを取ること、そして、地方大学の役割として教育研究そのものより

も地域産業への貢献を重視をしていること、そしてもう一つは、知事等が主導する

ことにより地域全体に波及する中核的な産業の振興を推進すること、地域における

中核的な産業振興とそれを担う専門人材の育成とを一体的に推進することなどの点

で異なるものと考えている」と答弁した(62)。 

    また、和田議員は「運営費の交付金ですとか科研費、こういった科学技術研究、

研究開発に充てる予算の充実を政府全体としてももっともっと図るべきだというふ

うに考えます」と質したのに対し、林文部科学大臣は「科学技術イノベーションは、

やはり我が国が将来にわたって成長と繁栄を遂げるための要でございまして、やは

り政府一丸となって実現する生産性革命、これの中核を担うものであろうと思って

おります。イノベーションをめぐるグローバルな競争が激化する中で、先ほど申し

上げた中国や欧米等の諸外国、これはやはり政府研究開発投資を伸ばしているとい

う現状がございますので、我々としても、第５期の科学技術基本計画に掲げられて

おりますように、財政健全化計画との整合性は確保しつつということですが、政府

研究開発投資対ＧＤＰ比１％の目標達成を目指すということが必要だと考えており

ます」と答弁した(63)。 

  ② 「地方大学・地域産業創生交付金」の交付額の根拠 

    熊野正士議員（公明党）の質疑に対し、梶山地方創生担当大臣は「本交付金につ

きましては、（中略）各地方公共団体を一律に支援することは適当ではないと考え

ております。（中略）それぞれの地方で産業をしっかりと根付かせ、そしてそこの

人材供給もしていく、そして、その地域で生まれ育った人がまたその地域に住み続

けられるようにということで、大学の一部の力をお借りして、産業界とそして知事

のリーダーシップの下にその地域の将来を考えていくというものであります。地域

が一丸となって本気で改革に取り組む優れた事業に限定して、めり張りのある支援 

 

                                                                                 

(62) 「第196回国会参議院内閣委員会、文教科学委員会連合審査会会議録第１号（平成30年５月

22日）」１頁。 

(63) 「第196回国会参議院内閣委員会、文教科学委員会連合審査会会議録第１号（平成30年５月

22日）」２頁。和田議員は、革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）や科学研究費助成事

業についても質疑を行っている（同３頁）。 

－ 266 －



 

－ 29 － 

 

学省を始めとする産官学連携とは、大学主体ではなくて地域を代表する知事等が

リーダーシップを取ること、そして、地方大学の役割として教育研究そのものより

も地域産業への貢献を重視をしていること、そしてもう一つは、知事等が主導する

ことにより地域全体に波及する中核的な産業の振興を推進すること、地域における

中核的な産業振興とそれを担う専門人材の育成とを一体的に推進することなどの点

で異なるものと考えている」と答弁した(62)。 

    また、和田議員は「運営費の交付金ですとか科研費、こういった科学技術研究、

研究開発に充てる予算の充実を政府全体としてももっともっと図るべきだというふ

うに考えます」と質したのに対し、林文部科学大臣は「科学技術イノベーションは、

やはり我が国が将来にわたって成長と繁栄を遂げるための要でございまして、やは

り政府一丸となって実現する生産性革命、これの中核を担うものであろうと思って

おります。イノベーションをめぐるグローバルな競争が激化する中で、先ほど申し

上げた中国や欧米等の諸外国、これはやはり政府研究開発投資を伸ばしているとい

う現状がございますので、我々としても、第５期の科学技術基本計画に掲げられて

おりますように、財政健全化計画との整合性は確保しつつということですが、政府

研究開発投資対ＧＤＰ比１％の目標達成を目指すということが必要だと考えており

ます」と答弁した(63)。 

  ② 「地方大学・地域産業創生交付金」の交付額の根拠 

    熊野正士議員（公明党）の質疑に対し、梶山地方創生担当大臣は「本交付金につ

きましては、（中略）各地方公共団体を一律に支援することは適当ではないと考え

ております。（中略）それぞれの地方で産業をしっかりと根付かせ、そしてそこの

人材供給もしていく、そして、その地域で生まれ育った人がまたその地域に住み続

けられるようにということで、大学の一部の力をお借りして、産業界とそして知事

のリーダーシップの下にその地域の将来を考えていくというものであります。地域

が一丸となって本気で改革に取り組む優れた事業に限定して、めり張りのある支援 

 

                                                                                 

(62) 「第196回国会参議院内閣委員会、文教科学委員会連合審査会会議録第１号（平成30年５月

22日）」１頁。 

(63) 「第196回国会参議院内閣委員会、文教科学委員会連合審査会会議録第１号（平成30年５月

22日）」２頁。和田議員は、革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）や科学研究費助成事

業についても質疑を行っている（同３頁）。 

－ 267 －



 

－ 30 － 

 

   を行う必要があると考えております」と答弁した(64)。 

  ③ 交付の客観的基準、審査の透明性 

    まず、田村議員は「公正中立な交付決定がされるという担保が、これ法案の条文

にはないわけですね」、「本法案を担当する内閣府の地方創生推進事務局は、国家

戦略特区の担当部局でもあります」と指摘し、地域大学振興法の「法案をまとめる

に当たって、地方大学の振興及び若者雇用等に関する有識者会議、ここで検討して

最終報告がまとめられている。大臣の言う交付決定の外部有識者、この委員会の中

にこの法案の基をまとめる方の有識者会議のメンバーが入るということはあり得る

んでしょうか」と質した。これに対し、梶山地方創生担当大臣は「今検討している

ところであり、また法律の成立後にそういうメンバーを正式に決めていきたいと考

えております」と答弁した。これを受け、田村議員は「この報告をまとめた方の有

識者会議は自治体や大学からのヒアリングを行っているんですよ。その中には委員

自身が関わる自治体や大学の事業もあるわけです。（中略）優れた事業として国が

認定したものに対しては新たな交付金により支援すると、こういうふうに結論付け

た」のは「制度が決定する前に一部の自治体や大学がプレゼンをしたということに

もなりかねないわけで、一方で、この法案受けて政府が基本指針を作ったと、それ

から事業計画策定するという自治体も出てくるでしょう。そうすると、既に公正と

は言えない」と批判した(65)。さらに、田村議員は、安倍内閣総理大臣が施政方針

演説において具体的な県名および大学名をあげて取り組みが紹介し、「キラリと光

る地方大学づくりを、新たな交付金により応援します」、「地方の皆さんの創意工

夫や熱意を、1,000億円の地方創生交付金により、引き続き支援します」と述べた

こと(66)をあげ、梶山地方創生担当大臣が2017年12月に行った同県および同大学を

視察したことについて質した。梶山地方創生担当大臣は「地方大学の振興、東京の

大学の定員抑制、若者の雇用創出等に関する議論を深めて政策を立案する観点から、

地方公共団体や大学の関係者等に対し幅広くヒアリングを実施したのは事実であ」

るが「これらのヒアリングの内容は計画の認定とは直接関係がない」、「交付金の

                                                                                 

(64) 「第196回参議院内閣委員会会議録第12号（平成30年５月17日）」12頁。同11頁における末

宗氏の答弁、「第196回参議院内閣委員会会議録第13号（平成30年５月22日）」４頁における

矢田議員の質疑、これに対する田中良生内閣府副大臣の答弁も参照。 

(65) 「第196回参議院内閣委員会会議録第13号（平成30年５月24日）」11頁、12頁。 

(66) 「第196回国会衆議院会議録第１号（平成30年１月22日）」４頁を参照。議事録には具体的

な県名および大学名が記録されているが、本稿においては明示を控える。 
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認定に当たっては、法律が成立した後に基本指針において認定基準を示し、専門性

を有する外部の有識者で構成する委員会を開催することにしており、当該委員会に

おいて書面評価、現地評価、面接評価といった複層的な評価を行うこととしており

ます。プレゼンがあったからといって、計画認定に当たり中立性、公平性が確保され

ているとは言えないとの御指摘は当たらない」と答弁した(67)。しかし、答弁の通り

であるとしても、施政方針演説の文脈、他議員の質疑、およびそれに対する応答な

どに鑑みて不用意なものであったことは否めない。 

 

(４) 東京都の特別区に所在する学部の収容定員の抑制 

  ① 時限措置 

    高木かおり議員（日本維新の会）は、地域大学振興法の「内容でありますと、分

母となる全体の学生数が小さくなっていく以上、収容定員を抑えたとしても東京23

区内に進学者が流入し続ける現状というのは変わらない」と述べた上で、地域大学

振興法の「抑制効果、これについてどの程度実効性を見込んでいらっしゃるのか、

また、どのような状況になったらこの定員抑制という規制を取りやめるのか」と質

した。これに対し、梶山地方創生担当大臣は、地域大学振興法が「特定地域の大学

の学部等の収容定員の抑制につきまして、大学の経営の自主性にも関わるものであ

ることから、合理的な範囲内の規制とするために10年の時限措置としているところ

であり」、「10年後までの間に地域における若者の修学及び就業の状況等について

検討をし、その結果に基づいて必要な措置を講ずる」、「具体的な検討については、

法案に位置付けられた新たな交付金制度、本抑制措置、地域における若者の雇用機

会の創出等の措置等により、東京23区における学生の集中状況や増加傾向、東京一

極集中の状況がどのように変化したか等、若者の修学及び就業の状況等の法律の施

行の状況について総合的に検討を行うことを考えている」と答弁した(68)。 

  ② 定員抑制の有効性および合理性 

    蓮舫議員は、地域大学振興法によって「10年でどれぐらいの学生が抑制されるん

でしょうか」と質した。これに対し、梶山地方創生担当大臣は、特別区に所在する

                                                                                 

(67) 「第196回参議院内閣委員会会議録第13号（平成30年５月24日）」12頁。やはり議事録には

具体的な県名および大学名が記録されているが、本稿においては明示を控える。 

(68) 「第196回国会参議院内閣委員会、文教科学委員会連合審査会会議録第１号（平成30年５月

22日）」15頁。 
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認定に当たっては、法律が成立した後に基本指針において認定基準を示し、専門性

を有する外部の有識者で構成する委員会を開催することにしており、当該委員会に

おいて書面評価、現地評価、面接評価といった複層的な評価を行うこととしており

ます。プレゼンがあったからといって、計画認定に当たり中立性、公平性が確保され

ているとは言えないとの御指摘は当たらない」と答弁した(67)。しかし、答弁の通り

であるとしても、施政方針演説の文脈、他議員の質疑、およびそれに対する応答な

どに鑑みて不用意なものであったことは否めない。 

 

(４) 東京都の特別区に所在する学部の収容定員の抑制 

  ① 時限措置 

    高木かおり議員（日本維新の会）は、地域大学振興法の「内容でありますと、分

母となる全体の学生数が小さくなっていく以上、収容定員を抑えたとしても東京23

区内に進学者が流入し続ける現状というのは変わらない」と述べた上で、地域大学

振興法の「抑制効果、これについてどの程度実効性を見込んでいらっしゃるのか、

また、どのような状況になったらこの定員抑制という規制を取りやめるのか」と質

した。これに対し、梶山地方創生担当大臣は、地域大学振興法が「特定地域の大学

の学部等の収容定員の抑制につきまして、大学の経営の自主性にも関わるものであ

ることから、合理的な範囲内の規制とするために10年の時限措置としているところ

であり」、「10年後までの間に地域における若者の修学及び就業の状況等について

検討をし、その結果に基づいて必要な措置を講ずる」、「具体的な検討については、

法案に位置付けられた新たな交付金制度、本抑制措置、地域における若者の雇用機

会の創出等の措置等により、東京23区における学生の集中状況や増加傾向、東京一

極集中の状況がどのように変化したか等、若者の修学及び就業の状況等の法律の施

行の状況について総合的に検討を行うことを考えている」と答弁した(68)。 

  ② 定員抑制の有効性および合理性 

    蓮舫議員は、地域大学振興法によって「10年でどれぐらいの学生が抑制されるん

でしょうか」と質した。これに対し、梶山地方創生担当大臣は、特別区に所在する

                                                                                 

(67) 「第196回参議院内閣委員会会議録第13号（平成30年５月24日）」12頁。やはり議事録には

具体的な県名および大学名が記録されているが、本稿においては明示を控える。 

(68) 「第196回国会参議院内閣委員会、文教科学委員会連合審査会会議録第１号（平成30年５月

22日）」15頁。 
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学部の収容定員の抑制を行わなかった場合に「どの程度の学生が増加したかという

仮定の話については、正確なところはお答えできない」と答弁した。これを受け、

蓮舫議員が「何で試算していないんですか」と質し、梶山地方創生担当大臣は「こ

の10年間、（中略）18歳人口が減少する中で、東京23区において平成19年から29年

までに６万９千人の学部学生が増加をしている。仮に本定員抑制を行っていなけれ

ば、今後10年間で同様に学生が増加をし、例外措置による学生の増加がないという

仮定を置けば、本定員抑制によってこの６万９千人の学生数の増加に歯止めを掛け

る効果があると考えております」と答弁した。これを受け、蓮舫議員が大学進学者

数、東京圏への人口転入超過数の把握の根拠を質した上で「15から29歳の若者で東

京に来た、そして東京から出ていったを比較をするときのカウントの数が正確では

ありません」、「立法事実が崩れるんですよ。住民基本台帳だけで調べると、平成

29年、（中略）東京圏への転入超過は、19歳と18歳で２万5,330人です。ところが、

22歳と23歳では３万7,083人なんです。つまり、住民票を移した東京圏の転入超過

は、大学進学年次より大学卒業年次、つまり就職した若者の方が東京に来ていると

いうカウントになる」と指摘している(69)。その通りであるとすれば、特別区に所

在する大学の定員を抑制したところで然したる効果はないということになる。 

    一方、山本議員は、地域大学振興法の施行前から行われていた定員抑制措置に

よって「平成28年度と29年度の２年間で、三大都市圏では国立で298人減らし、超

過率は0.8％改善、私立では3,532人を減らし、超過率は1.2％改善、国公立、私立

合わせて3,921人減らしたという結果です」、「大学の定員抑制の方策で東京の大

学に入れなかった3,550人、どこ行ったんですか。それについては誰も何も分から

ない」などと指摘して特別区に所在する大学の受験の難化について質した。これに

対し、林文部科学大臣は「教育条件の維持向上を図り、かつ大都市圏を中心とする

入学定員超過の適正化の観点から必要な措置である」、「文科省においては、教育

条件の維持向上を図り、大都市圏における入学定員超過の適正化の観点から、平成

                                                                                 

(69) 「第196回国会参議院内閣委員会、文教科学委員会連合審査会会議録第１号（平成30年５月

22日）」12頁。蓮舫議員は「どんなに地方で若者の雇用をつくる、どんなに地方で若者に大学

に行ってもらう、どんなに地方で若者に定住をしてもらうと言っても」東京オリンピックの経

済効果などに飲み込まれるのではないかとも批判する（同13頁）。定員抑制の根拠については

高木議員も疑念を示す（同16頁）。「第196回国会参議院内閣委員会会議録第13号（平成30年

５月24日）」９頁における白議員の質疑および松尾氏の答弁、同14頁における清水貴之議員

（日本維新の会）の質疑および末宗氏の答弁も参照。 
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28年度からこの段階的な厳格化を行っておりますので、こうした措置については文

科省としては教育条件の維持向上のためには必要なものと考えております」、梶山

地方創生担当大臣は「定員の厳格化、定員管理の、超過の、管理の厳格化というこ

とになれば、そういうことになる」と答弁した(70)。 

  ③ 学部収容定員の抑制の例外 

    白眞勲議員（立憲民主党）が地域大学振興法第13条第１号および第２号の適用場

面について質したのに対し、松尾泰樹氏（内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事

務局次長）は「新たな学部、学科を新設、これは時代に合った最先端の学部、学科

を想定してございますけれども、既存のもの、これについては、やっぱり時間を掛

けてスクラップをするということになろうかと思います」と答弁した(71)。 

 

(５) 地域大学振興法第15条 

   高野議員の質疑に対し、末宗氏は「プロフェッショナル人材事業」が「2018年の３

月末時点で成約件数が2,879件」、インターンシップが「2017年の９月末時点で受入

れ企業数が７千社を超えて」いる、奨学金返還支援が「2017年の12月時点で24県で実

施をして」いると答弁した(72)。 

 

(６) 修正動議 

   まず、山本議員による「地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による

若者の修学及び就業の促進に関する法律案に対する修正案」を紹介しておく(73)。 

   「地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業の

促進に関する法律案の一部を次のように修正する。 

   題名を次のように改める。 

    地域における若者の修学及び就業の促進に関する法律 

    第１条中『、地域における大学（学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規

                                                                                 

(70) 「第196回国会参議院内閣委員会、文教科学委員会連合審査会会議録第１号（平成30年５月

22日）」18頁、19頁、20頁。 

(71) 「第196回国会参議院内閣委員会会議録第13号（平成30年５月24日）」８頁。 

(72) 「第196回参議院内閣委員会会議録第12号（平成30年５月17日）」６頁。「第196回参議院内

閣委員会、文教科学委員会連合審査会会議録第１号（平成30年５月22日）」16頁における高木

議員の質疑と、これに対する末宗氏の答弁も同旨。 

(73) 「第196回国会参議院内閣委員会会議録第13号（平成30年５月24日）」21頁。 
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28年度からこの段階的な厳格化を行っておりますので、こうした措置については文
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地方創生担当大臣は「定員の厳格化、定員管理の、超過の、管理の厳格化というこ
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面について質したのに対し、松尾泰樹氏（内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事

務局次長）は「新たな学部、学科を新設、これは時代に合った最先端の学部、学科

を想定してございますけれども、既存のもの、これについては、やっぱり時間を掛

けてスクラップをするということになろうかと思います」と答弁した(71)。 

 

(５) 地域大学振興法第15条 

   高野議員の質疑に対し、末宗氏は「プロフェッショナル人材事業」が「2018年の３

月末時点で成約件数が2,879件」、インターンシップが「2017年の９月末時点で受入

れ企業数が７千社を超えて」いる、奨学金返還支援が「2017年の12月時点で24県で実

施をして」いると答弁した(72)。 

 

(６) 修正動議 

   まず、山本議員による「地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による

若者の修学及び就業の促進に関する法律案に対する修正案」を紹介しておく(73)。 

   「地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業の

促進に関する法律案の一部を次のように修正する。 
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    地域における若者の修学及び就業の促進に関する法律 

    第１条中『、地域における大学（学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規

                                                                                 

(70) 「第196回国会参議院内閣委員会、文教科学委員会連合審査会会議録第１号（平成30年５月

22日）」18頁、19頁、20頁。 

(71) 「第196回国会参議院内閣委員会会議録第13号（平成30年５月24日）」８頁。 

(72) 「第196回参議院内閣委員会会議録第12号（平成30年５月17日）」６頁。「第196回参議院内

閣委員会、文教科学委員会連合審査会会議録第１号（平成30年５月22日）」16頁における高木

議員の質疑と、これに対する末宗氏の答弁も同旨。 

(73) 「第196回国会参議院内閣委員会会議録第13号（平成30年５月24日）」21頁。 
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定する大学をいう。以下同じ。）の振興及び若者の雇用機会の創出のための措置を

講ずることにより』を削る。 

    第２条第１項中『大学の振興及び若者の雇用機会の創出による』を削り、『及び

大学』を『、大学、事業者、事業者団体その他の関係者』に、『並びに事業者の理

解と』を『及び』に改め、同条第２項中『大学の振興及び若者の雇用機会の創出に

よる』を削る。 

    第３条の見出し中『等』を削り、同条第３項を削る。 

    第４条から第14条までを削る。 

    第15条の見出しを『（地域における若者の修学及び就業を促進するための施策）』

に改め、同条中『就業』を『修学及び就業』に改め、『ため』の下に「、地域にお

ける若者の修学及び居住に係る経済的負担の軽減」を加え、同条を第４条とする。 

    第16条中『大学の振興及び若者の雇用機会の創出による』を削り、同条を第５条

とする。 

    附則を次のように改める。 

    この法律は、公布の日から施行する。」 

    山本議員は、地域大学振興法の「目的、理念そのものは否定しません」が「手段

として、的外れなものが散見されるのが本法案の特徴です」と評価する。具体的に

は、次のようにまとめられる(74)。 

    ● 「地域における大学振興・若者雇用創出のための交付金制度を創設、ほんの一

握りの限られたコンソーシアムしか享受できないシステム」により、一極集中

を是正し、地方の衰退を食い止めることが可能であると言いうるのか。 

    ● 特定地域に所在する大学の定員を抑制することにより「地方の大学に行く学生

が増えるという根拠もないばかりか、この目標達成の一環として平成28年度か

ら厳格化された大都市圏の大学の定員超過の抑制策では、（中略）本当の意味

で効果があったかを測ることは不可能で」ある。また、「東京圏の大学入試が

急激に難しくなり、受験しても先が全く見えないといった深刻な副作用、学ぶ

権利が奪われるような事態が多数報告されてい」る。 

    ● 「地方の衰退を本気で止めるならば、少子化問題の根幹部分ともリンクしなが

ら、どう地方と結び付けるかの打開策を打ち出すことが有効で」ある。「地元

                                                                                 

(74) 「第196回国会参議院内閣委員会会議録第13号（平成30年５月24日）」18頁。 

 

－ 35 － 

 

で暮らせば生活がしやすい、地方に行けば生活がしやすい、これがはっきりと

示されなければ」ならない。 

 

〔４〕参議院本会議（2018年５月25日） 

   地域大学振興法および地域再生法改正法は一括して議題とされ、柘植芳文内閣委員

長による報告の後、直ちに採決が行われ、投票総数229、賛成182、反対47で可決され、

法律として成立した(75)。 

 

 

 5. おわりに 
 

 ジョン・ステュアート・ミル（John Stuart Mill, 1806-73）は、1867年２月１日のセン

ト・アンドリューズ大学名誉学長就任演説において「大学は職業教育の場ではありません。

大学は、生計を得るためのある特定の手段に人々を適応させるのに必要な知識を教えるこ

とを目的とはしていないのです。大学の目的は、熟練した法律家、医師、または技術者を

養成することではなく、有能で教養ある人間を育成することにあります」と述べている(76)。 

 学校教育を受けたことがなく、大学教員としての経歴もない彼が大学の役割をこのよう

に理解し、表明したことは、彼が幼少時に受けた英才教育、『論理学体系』（A System of 

Logic, Ratiocinative and Inductive, 1843）、『経済学原理』（Principle of Political Economy, 

1848）、『自由論』（On Liberty, 1859）などの古典を著してきたという経歴に由来するも

のであるにしても、驚嘆すべき事実であり、その慧眼に感嘆せざるをえない。かように高

邁な思想は、現代の世界ではもはや通用しないのかもしれないが、こと日本においてはそ

れが顕著である。竹内洋氏は「いまや大学改革のキーワードが『アカウンタビリティ』

（説明責任）や『ステークホルダー』（利害関係者）などの市場経済用語になっているよ

うに、大学時代がビジネス文化に侵食されはじめている。覆いつくさんばかりの『商業精

神』（ビジネス文明）の自浄作用を担うのは教養教育をおいてほかにないはずである」と

指摘する(77)。 

                                                                                 

(75) 「第196回国会参議院会議録第22号（平成30年５月25日）」11頁。 

(76) ジョン・ステュアート・ミル（竹内一誠訳)『大学教育について』(岩波文庫、2011年）12頁。 

(77) ミル（竹内訳）・前掲注(76)173頁〔竹内洋氏による「［解説］教養ある公共知識人の体現

者Ｊ.Ｓ.ミル」〕。 

－ 272 －



 

－ 35 － 

 

で暮らせば生活がしやすい、地方に行けば生活がしやすい、これがはっきりと

示されなければ」ならない。 

 

〔４〕参議院本会議（2018年５月25日） 

   地域大学振興法および地域再生法改正法は一括して議題とされ、柘植芳文内閣委員

長による報告の後、直ちに採決が行われ、投票総数229、賛成182、反対47で可決され、

法律として成立した(75)。 

 

 

 5. おわりに 
 

 ジョン・ステュアート・ミル（John Stuart Mill, 1806-73）は、1867年２月１日のセン

ト・アンドリューズ大学名誉学長就任演説において「大学は職業教育の場ではありません。

大学は、生計を得るためのある特定の手段に人々を適応させるのに必要な知識を教えるこ

とを目的とはしていないのです。大学の目的は、熟練した法律家、医師、または技術者を

養成することではなく、有能で教養ある人間を育成することにあります」と述べている(76)。 

 学校教育を受けたことがなく、大学教員としての経歴もない彼が大学の役割をこのよう

に理解し、表明したことは、彼が幼少時に受けた英才教育、『論理学体系』（A System of 

Logic, Ratiocinative and Inductive, 1843）、『経済学原理』（Principle of Political Economy, 

1848）、『自由論』（On Liberty, 1859）などの古典を著してきたという経歴に由来するも

のであるにしても、驚嘆すべき事実であり、その慧眼に感嘆せざるをえない。かように高

邁な思想は、現代の世界ではもはや通用しないのかもしれないが、こと日本においてはそ

れが顕著である。竹内洋氏は「いまや大学改革のキーワードが『アカウンタビリティ』

（説明責任）や『ステークホルダー』（利害関係者）などの市場経済用語になっているよ

うに、大学時代がビジネス文化に侵食されはじめている。覆いつくさんばかりの『商業精

神』（ビジネス文明）の自浄作用を担うのは教養教育をおいてほかにないはずである」と

指摘する(77)。 

                                                                                 

(75) 「第196回国会参議院会議録第22号（平成30年５月25日）」11頁。 

(76) ジョン・ステュアート・ミル（竹内一誠訳)『大学教育について』(岩波文庫、2011年）12頁。 

(77) ミル（竹内訳）・前掲注(76)173頁〔竹内洋氏による「［解説］教養ある公共知識人の体現

者Ｊ.Ｓ.ミル」〕。 

－ 273 －



 

－ 36 － 

 

 また、北海道大学前農学部長の横田篤氏は、大学改革が内閣府の総合科学技術・イノ

ベーション会議や「首相官邸の未来投資会議が策定する戦略に沿って進められて」おり、

「これらの会議は大学の現場とは無縁の閣僚や産業界の有識者から構成され、大学を成長

戦略の歯車として機能させる方法を議論している」が「大学を疲弊させるだけで、大学も

産業界も共倒れになるだろう」と述べる(78)。付け加えるならば、総合科学技術・イノ

ベーション会議、未来投資会議および経済財政諮問会議の名簿には内閣総理大臣以下数名

の閣僚が入る一方、都道府県知事や市町村長など地方公共団体の関係者は入っておらず、

メンバー構成に共通性・同質性がみられることにも、注意しておく必要がある。 

 大学が高等教育機関としての使命を果たすことよりも、時の政権や経済界の意向に振り

回され、産業競争力の強化のための駒に堕するようでは（科学）研究力が低下するのも当

然である。まして、地域大学振興法は大学を地方創生の道具として扱おうとするものであ

る。大学の高等教育機関としての本質に関する議論または検討は彼方に追いやられている

と言いうるであろう。これでは、その名称の通りに各地域の大学の振興に結びつくのか、

心許ないと評さざるをえないであろう。 

 また、地域大学振興法は地方六団体の意見を取り入れた形を採るが、或る意味において

都合のよいものであったから取り入れられたとも見受けられるのであり、地方公共団体間

の複雑な利害関係に何処まで顧慮したのかという疑問も残る。その意味において、地域大

学振興法は、地方公共団体を地方創生という政策のために動員するものとして扱っている

とみることが可能であり、地方創生の行き詰まりを見せつける存在であると評価すること

が許されるのではなかろうか。 

（もり としき 大東文化大学法学部教授） 

 

                                                                                 

(78) 横田篤「（私の視点）官邸主導の大学改革 科学研究力低下は当然」朝日新聞2019年２月21

日付朝刊17面12版。 
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文化財保護法及び地方教育行政の組織及び 
運営に関する法律の一部を改正する法律  

（平成30年６月８日法律第42号） 
 

 

上 林 陽 治 

 

 

 はじめに 
 

 文化財保護法及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律案

（閣法第35号）は、2018年３月６日に国会に提出され、衆議院では文部科学委員会で５月

18日、本会議で５月22日に可決、参議院では、文教科学委員会で５月31日、本会議で６月

１日に可決・成立し、６月８日に法律第42号として公布された。 

 今次改正法は、文化財保護法改正の内容は、①過疎化・少子高齢化などを背景とする文

化財の滅失・散逸等のおそれに対し、市町村を巻き込んで保存と継承を強化すること、②

市町村が文化財の保存・活用を進めるにあたり、文化財所有者をはじめ、ＮＰＯや観光関

係団体、民間事業者、在野の地域史家などの専門家などが参加する協議会を組織し、文化

財保存活用地域計画等を策定する。一方、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（以

下、「地教行法」という）改正では、文化財を観光振興に欠かせない資源とし、地域にお

ける文化財を積極的に活用するという「稼ぐ文化への展開」を背景(１)とするもので、そ

の活用を目的とするものであった。いわば、保存と活用という一見ベクトルの方向が逆方

向の矛盾した内容を、一本の改正法で一括改正するというものである。そのため、文化財

を観光資源として活用するための改定で、その観点から文化財を取捨選択することにつな

がり、従前の保護に重点を置いた施策から大きく逸脱するものであると批判された。 

 以下、本改正法に至る経過、改正法の概要に触れた上で、国会における審議状況から論

点を導き出し、最後に若干の検討を加えることとする。 

  

                                                                                 

(１) 「経済財政運営と改革の基本方針2017」（平成29年６月９日閣議決定）15頁。 
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